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主要事業について
● 主要事業とは

　第５章の分野別計画において施策ごとに定めた「目指す姿」、「施策実現に関する指標」、「取組
方針」を実現・達成するために、特に重点的に取り組むべき事業を主要事業とします。
● 主要事業シートの見方

　第６章では、分野別計画で示した主要事業について、個々の取り組み内容や活動量等の詳細につ
いて、下表のシートを用いて説明します。

※事業内容によって、シートの書式は異なります。

● 主要事業の進行管理

　本計画では、主要事業として 74 事業（主要ハード事業：48 事業、主要ソフト事業：26 事業）
を選定・掲載しています。主要事業は、行政評価の結果や社会状況の変化等に伴う見直しを毎年行
うこととし、事業量及び事業費の修正や、新たな主要事業を選定した結果については、毎年公表す
ることとします。

主要事業の名称 担当課名

実施する事業の内容を
記載しています。

実施対象となる施設・事業について、
年度ごとの活動量や内容を記載しています。

令和２年度に要する事業費

前期期間中に要する事業費

第 6 章 主要事業



125

施策 1．みどりの中の都市「CITY IN THE GREEN」の実現 ページ

○ 1. 区立公園の改修・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 128
○ 2. 水辺・潮風の散歩道の整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 129
○ 3. CITY IN THE GREEN 公共緑化推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 129
● 4. CITY IN THE GREEN 民間緑化推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 130

施策 2．地球温暖化対策と環境保全
● 5. 環境学習推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 131
● 6. 地球温暖化防止設備導入助成事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 132
● 7. 再生可能エネルギー等の活用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 133

施策 3．持続可能な資源循環型地域社会の形成
○ 8. 清掃事務所の改修・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 134
● 9. 資源回収事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 135

施策 4．良質で多様な保育サービスの充実
○ 10. 保育園の整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 136
○ 11. 保育園の改修・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 136
● 12. 保育の質の維持・向上事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 137

施策 5．みんなで取り組む子育て家庭への支援
○ 13. 児童向け複合施設の整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 138
○ 14. 子ども家庭支援センターの整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 138
● 15. 児童虐待防止支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 139

施策 6．一人一人に向き合う学校教育の充実
● 16. 確かな学力強化事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 140

施策 7．多様なニーズに応じた教育環境の充実
○ 17. 校舎等の増設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 141
○ 18. 校舎等の改修・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 142
○ 19. 教育センターの改修・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 143
● 20. 不登校児童・生徒支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 143
● 21. 学校教育情報化推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 144

施策 8．こどもが安全に過ごせる居場所・環境づくり
○ 22. 児童館の改修・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 145
○ 23. 江東きっずクラブの改修・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 146

施策 9．次代を担う青少年の健全育成の推進
● 24. 青少年相談事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 147

主要事業目次
○：主要ハード事業
●：主要ソフト事業
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施策 10．魅力的で活力ある区内産業・商店街の形成
● 25. 江東ブランド推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 148
● 26. 江東お店の魅力発掘発信事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 148

施策 11．人・地域をつなぐ地域コミュニティの活性化
○ 27. 地区集会所の改修・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 149

施策 13．生涯にわたり学習できる環境の充実
○ 28. 文化学習施設の改修・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 150
○ 29. 図書館の改修・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 150

施策 14．スポーツを楽しめる環境の充実
○ 30. 区民体育館の改修・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 151
○ 31. 屋外区民運動施設の改修・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 151
● 32. 区民スポーツ普及振興事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 152

施策 15．文化・歴史の継承と観光振興
○ 33. 歴史文化施設の改修・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 153
● 34. 観光推進事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 153

施策 16．切れ目のない支援による母子保健の充実
● 35. 新生児・産婦支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 154

施策 17．健康づくりの推進と保健・医療体制の充実
○ 36. 保健相談所の改修・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 155

施策 19．高齢者支援と活躍の推進
○ 37. 福祉会館の改修・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 156
○ 38. 高齢者在宅サービスセンターの改修・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 156
○ 39. 特別養護老人ホームの整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 157
○ 40. 特別養護老人ホームの改修・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 157
○ 41. 認知症高齢者グループホームの整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 158
○ 42. 介護専用型ケアハウスの整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 158
○ 43. 都市型軽費老人ホームの整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 159
● 44. 高齢者施設福祉サービス第三者評価事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 159

施策 20．障害者支援と共生社会の実現
○ 45. 障害者福祉施設の改修・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 160
○ 46. 障害者入所施設の整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 160
○ 47. 障害者グループホームの整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 161
● 48. 障害者（児）施設福祉サービス第三者評価事業・・・・・・・・・・・・・・・ 161

第 6 章 主要事業



127

施策 21．地域福祉と生活支援の充実
● 49. 高齢者地域見守り支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 162
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○ 53. 区営住宅の整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 165
○ 54. 区営住宅の改修・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 165
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○ 56. 都市計画道路の整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 167
○ 57. 道路の無電柱化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 167
○ 58. 主要生活道路の改修・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 168
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第 6 章 主要事業

施 策 １ みどりの中の都市「CITY IN THE GREEN」の実現

事    業    名 区立公園の改修 河川公園課

事　業　内　容 老朽化した公園・児童遊園に新しい機能を盛り込み整備するほか、緑豊かな公
園整備を行います。

活
　
　
動
　
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

新
設

（仮称）大島九丁目
公園 設計 設計 工事 工事

改
　
　
修

仙台堀川公園 工事 工事 工事 工事

南砂緑道公園 設計 Ｒ 8 竣工

区立公園 
（大規模改修）（園） 2 2 2 2 2

区立公園 
（小規模改修）（園） 5 5 5 5 5

区立児童遊園 
（大規模改修）（園） 2 2 2 2 2

区立児童遊園 
（小規模改修）（園） 3 3 3 3 3

事業費（千円）
2 年度 1,053,897 

2 ～ 6 年度合計 4,015,304 

備　　考
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事    業    名 水辺・潮風の散歩道の整備 河川公園課・施設保全課

事　業　内　容

河川の耐震護岸や運河の護岸を園路として整備し、連続性を確保します。 
 ・水辺の散歩道…河川の耐震護岸を緑化して河川並木を整備し、 遊歩道として
　　　　　　　　開放します。 
 ・潮風の散歩道…運河の護岸の上部を整備し、遊歩道として開放します。

活
　
動
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

水辺の散歩道（ｍ） 400 都の護岸整備に合わせ、整備

潮風の散歩道（ｍ） 271 234 466 117 50

事業費（千円）
2 年度 90,887 

2 ～ 6 年度合計 480,082 

備　　考

事    業    名 CITY IN THE GREEN 公共緑化推進事業 管理課

事　業　内　容

「CITY IN THE GREEN」の実現を目指し、公共施設の緑化を推進します。 
 ・公共施設の屋上・壁面緑化 
 ・橋台敷や、公園内接道部分の緑化 
 ・シンボルツリー整備による緑化（駅前広場、公園内） 
 ・地域特性を反映した樹種による緑化（牡丹地域、亀戸地域）

活
　
　
動
　
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

屋上・壁面緑化（施設） 1 1 2 1

橋台敷緑化（か所） 2 2 2 2 2

公園内接道緑化（園） 8 8 8 8 8

シンボルツリー（か所） 2 2 2 2 2

地域特性緑化（牡丹地域） 工事 工事 工事

地域特性緑化（亀戸地域） 工事 工事 R6 竣工

事業費（千円）
2 年度 97,904 

2 ～ 6 年度合計 361,547 

備　　考

・屋上・壁面緑化の事業費は、各施設整備・改修事業の項に計上しています。 
・令和 6 年度末の屋上・壁面緑化施設数は 61 施設となります。 
・令和 6 年度末の橋台敷緑化箇所数は 10 か所となります。 
・令和 6 年度末の公園内接道緑化数は 40 園となります。 
・令和 6 年度末のシンボルツリー整備箇所数は 10 か所となります。
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第 6 章 主要事業

事    業    名 CITY IN THE GREEN 民間緑化推進事業 管理課

事  業  内  容

「CITY IN THE GREEN」の実現を目指し、区民・事業者・区が協働して身
近な緑化を推進します。 
 ・みどりのコミュニティづくり講座 
 ・CIG ビジョン推進キャンペーン 
 ・花と緑のおもてなしガーデニング講座

活動量 現状値 
(30 年度 ) 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

みどりのコミュニティ
講座開催回数（回） 5 5 4 4 4 4

事業費（千円）
2 年度 13,028 

2 ～ 6 年度合計 41,748 

備　　考



131

施 策 ２ 地球温暖化対策と環境保全

事    業    名 環境学習推進事業 温暖化対策課

事  業  内  容

環境学習情報館（えこっくる江東）において環境保全の講習会や講座、展示
等を実施し、区民が環境問題を理解し、環境に配慮した行動を積極的に行う
ことを支援します。
 ・環境に関する情報の発信
 ・環境保全に関する講演会や講座の開催
 ・環境保全に関する体験学習プログラムの実施
 ・環境保全活動を行う団体の育成
 ・幼児及び小中学生の環境保全に関する学習の支援

活動量 現状値 
(30 年度 ) 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

環境学習講座・ 
啓発イベント実施数

（件）
284 287 289 291 293 295

環境学習講座・ 
啓発イベント・ 
団体見学参加者数

（人）

31,222 31,550 31,850 32,150 32,450 32,750

事業費（千円）
2 年度 21,657

2 ～ 6 年度合計 102,852

備　　考
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第 6 章 主要事業

事    業    名 地球温暖化防止設備導入助成事業 温暖化対策課

事  業  内  容 太陽光発電や省エネルギー設備等を導入する区民・事業者に対し、設置費用
の一部を助成し、地球温暖化対策を推進します。

活動量 現状値 
(30 年度 ) 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

太陽光発電システム
（戸建）助成件数（件） 17 15 15 15 15 15

太陽光発電システム 
（集合住宅）助成件数（件） 2 1 1 1 1 1

ＣＯ 2 冷媒ヒートポンプ 
助成件数（件） 7 10 10 10 10 10

家庭用燃料電池 
助成件数（件） 64 50 50 50 50 50

エネルギー管理システム機器
助成件数（件） 3 3 3 3 3 3

エネルギー管理システム機器
( 集合住宅 ) 助成件数（件） 1 1 1 1 1 1

高反射率塗装 
助成件数（件） 37 30 30 30 30 30

高反射率塗装（集合住宅） 
助成件数（件） 6 5 5 5 5 5

次世代自動車 
助成件数（件） 40 40 40 40 40 40

蓄電池 
助成件数（件） 16 20 20 20 20 20

蓄電池（集合住宅） 
助成件数（件） 0 1 1 1 1 1

高断熱サッシ 
助成件数（件） 27 30 30 30 30 30

高断熱サッシ（集合住宅）
助成件数（件） 1 1 1 1 1 1

LED 照明（集合住宅） 
助成件数（件） 50 50 50 50 50

事業費（千円）
2 年度 41,565

2 ～ 6 年度合計 207,825

備　　考
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事    業    名 再生可能エネルギー等の活用 温暖化対策課

事  業  内  容
区立施設の新築・改築等の機会を捉え、再生可能エネルギーを利用した太陽
光発電システムや、雨水を有効利用するための設備を可能な限り設置し、江
東区におけるＣＯ 2 排出削減と環境負荷の軽減を図ります。

活動量 現状値 
(30 年度 ) 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

太陽光発電施設数 
（施設・累計） 15 16 17 18 18 19

雨水利用施設数 
（施設・累計） 55 56 56 57 57 58

事業費（千円）
2 年度 0

2 ～ 6 年度合計 0

備　　考 事業費は、各施設整備・改修事業の項に計上しています。
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第 6 章 主要事業

施 策 ３ 持続可能な資源循環型地域社会の形成

事    業    名 清掃事務所の改修 清掃事務所

事　業　内　容 清掃事務所について、各設備及び建物の改修を行います。

活
動
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

清掃事務所 設計 工事

事業費（千円）
2 年度 14,740

2 ～ 6 年度合計 326,814

備　　考
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事    業    名 資源回収事業 清掃リサイクル課・清
掃事務所

事  業  内  容

区民が排出した資源物を分別収集し資源化するとともに、集団回収団体の活
動を支援し、ごみの減量を図ります。 
不燃ごみ全量資源化事業も継続していきます。 
 ・集積所回収・・・・・・集積所から、古紙、びん・缶・ペットボトル、
　　　　　　　　　　　　容器包装プラスチック、発泡スチロール、 
　　　　　　　　　　　　乾電池、蛍光管を回収 
 ・拠点回収・・・・・・・ 区関連施設等の回収拠点から、古着、 
                             　　　　 小型家電を回収 
 ・ピックアップ回収・・・ 収集した粗大ごみから、小型家電を回収 
 ・集団回収・・・・・・・ 実施団体等に対し、古紙・缶・古布などの回収 
                          　 　　　　量に見合った報奨金や補助金を支給

活動量 現状値 
(30 年度 ) 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

古紙回収量（ｔ） 5,488 5,810 5,910 6,011 6,060 6,064

びん・缶・ペットボトル
回収量（ｔ） 7,731 8,077 8,163 8,250 8,264 8,217

容器包装プラスチック 
回収量（ｔ） 2,316 2,419 2,445 2,471 2,475 2,461

発泡スチロール回収量
（ｔ） 195 203 206 208 208 207

乾電池回収量（ｔ） 70 73 74 75 75 75

蛍光管回収量（ｔ） 47 49 49 50 50 50

古着回収量（ｔ） 89 94 95 96 97 96

小型家電（拠点回収） 
回収量（ｔ） 5 5 5 5 5 5

小型家電（ピックアップ
回収）回収量（ｔ） 417 436 440 445 446 443

集団回収回収量（ｔ） 13,077 13,809 14,029 14,249 14,347 14,341

不燃ごみ（乾電池、蛍光管
等除く）回収量（ｔ） 2,625 2,743 2,771 2,801 2,805 2,790

事業費（千円）
2 年度 1,695,004

2 ～ 6 年度合計 8,535,080

備　　考
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第 6 章 主要事業

施 策 ４ 良質で多様な保育サービスの充実

事    業    名 保育園の整備 保育計画課

事  業  内  容
民設民営により保育園を整備するほか、既存保育園の改築に合わせて定員の
増を図り、待機児童の解消を目指します。 
 【待機児童数】平成 31 年 4 月 1 日現在：51 人

活
　
動
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

定員増数（人） 558 716 492 493 184

増
築 猿江保育園 設計・工事 工事

改 
築

豊洲保育園 工事 工事

辰巳第二保育園 工事 工事 工事

辰巳第三保育園 都営住宅の建替計画に合わせ、都と協議の上決定

事業費（千円）
2 年度 2,574,690

2 ～ 6 年度合計 9,304,489

備　　考 令和 6 年度末の認可保育施設の定員数は 17,712 人となります。

事    業    名 保育園の改修 保育計画課

事  業  内  容 保育園について、各設備及び建物の改修を行います。

活
　
　
動
　
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

小
規
模
改
修

大島第四保育園 工事

大島第二保育園 工事

東砂保育園 工事

東陽保育園 工事

東砂第二保育園 工事

亀戸保育園 工事

南砂第一保育園 工事

北砂保育園 工事

大規模改修（園） 4 4 2

事業費（千円）
2 年度 132,042

2 ～ 6 年度合計 2,508,753

備　　考
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事    業    名 保育の質の維持・向上事業 保育計画課・保育課

事  業  内  容

適切な運営の確保及び保育サービスの質の向上を図るため、検査対象となる
全ての保育施設に対して指導検査を行います。また、保育施設に対し、東京都
における福祉サービス第三者評価の受審費用を補助し、評価受審を推進しま
す。

活動量 現状値 
(30 年度 ) 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

指導検査実施完了園数 
（園） 193 263 267 274 281 288

第
三
者
評
価

公設公営保育園 
（園） 10 9 10 10 7 9

公設民営保育園 
（園） 6 5 6 5 5 7

民設民営保育園 
（園） 16 13 29 35 24 39

認定こども園 
（園） 1 1 2 1 1 2

認証保育所 
（園） 14 10 17 13 10 17

事業費（千円）
2 年度 25,305

2 ～ 6 年度合計 186,248

備　　考
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第 6 章 主要事業

施 策 ５ みんなで取り組む子育て家庭への支援

事    業    名 児童向け複合施設の整備 こども家庭支援課・江
東図書館

事　業　内　容
児童会館跡地に子ども家庭支援センター・こどもとしょかんを併設した児童
向け複合施設を整備します。 
　【施設竣工年度】令和 3 年度

活
動
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

児童向け複合施設 工事 工事

事業費（千円）
2 年度 878,186

2 ～ 6 年度合計 2,804,037

備　　考

事    業    名 子ども家庭支援センターの整備 こども家庭支援課

事　業　内　容
子育て支援策の充実を図るため、子ども家庭支援センターを整備します。 
　【施設竣工年度】令和 3 年度：（仮称）住吉子ども家庭支援センター 
                       　　 令和 3 年度：（仮称）亀戸子ども家庭支援センター

活
　
動
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

（仮称）住吉子ども家庭 
支援センター 工事 工事

（仮称）亀戸子ども家庭 
支援センター 工事 工事

事業費（千円）
2 年度 0

2 ～ 6 年度合計 28,057

備　　考

・（仮称）住吉子ども家庭支援センターの工事費は、「児童向け複合施設の整
備」の項に計上しています。 
・（仮称）亀戸子ども家庭支援センターの工事費は、「第二亀戸小学校の増築」
の項に計上しています。
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事    業    名 児童虐待防止支援事業 こども家庭支援課

事  業  内  容
養育に関する支援が必要な家庭に対し、児童家庭支援士訪問や養育支援訪問
により、こども・保護者に寄り添い、指導・助言を行うことで、児童の健全育
成、保護者の負担軽減、虐待防止に努めます。

活動量 現状値 
(30 年度 ) 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

児童家庭支援士 
ボランティア数（人） 61 80 81 82 83 84

児童家庭支援士 
訪問回数（回） 520 684 692 701 709 718

養育支援 
訪問回数（回） 247 325 329 333 337 341

事業費（千円）
2 年度 8,354

2 ～ 6 年度合計 42,257

備　　考
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第 6 章 主要事業

施 策 ６ 一人一人に向き合う学校教育の充実

事    業    名 確かな学力強化事業 指導室

事  業  内  容

「こうとう学びスタンダード（ネクストステージ）」を基にした、学びスタン
ダード強化講師の効果的な活用により、習熟度に応じた的確な指導の実現を
目指します。 
小学校では、学級数に応じて国語・算数・体育・英語の授業に、中学校では、
国語・数学・英語の授業に強化講師を配置します。

活動量 現状値 
(30 年度 ) 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

学びスタンダード 
強化講師配置人数 

（小学校）（人）
184 190 202 205 206 207 

学びスタンダード 
強化講師配置人数 

（中学校）（人）
56 72 72 72 72 72 

事業費（千円）
2 年度 957,097 

2 ～ 6 年度合計 5,105,630 

備　　考
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施 策 ７ 多様なニーズに応じた教育環境の充実

事    業    名 校舎等の増設 庶務課・学校施設課・ 
学務課

事　業　内　容 マンション等の急増地域における児童・生徒の良好な学習環境を確保するた
め、校舎等を増設します。

活
　
　
動
　
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

東川小学校 暫定増設

豊洲西小学校 暫定増設

第二亀戸小学校 暫定増設 暫定増設

数矢小学校 暫定増設 暫定増設

東雲小学校 設計 設計 工事 R7 竣工

事業費（千円）
2 年度 3,282,281 

2 ～ 6 年度合計 6,315,506 

備　　考
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第 6 章 主要事業

事    業    名 校舎等の改修 学校施設課・学務課

事　業　内　容 小学校、中学校及び幼稚園等について、各設備及び建物の改修を行います。

活
　
　
動
　
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

改
　
築

第二大島中学校 工事 工事 工事

第二大島小学校 設計 設計 工事 工事 工事 R6 竣工

小名木川小学校 設計 設計 工事 R8 竣工

第六砂町小学校 設計 R10 竣工

改
　
　
修

深川第四中学校 工事

南砂中学校 工事 工事

八名川小学校 設計 工事

数矢小学校 工事 工事

元加賀小学校 設計 工事

ひばり幼稚園 設計 工事

深川第二中学校 設計 工事 工事

明治小学校 設計 工事 工事 R6 竣工

第二南砂中学校 設計 工事 工事 R6 竣工

深川第六中学校 設計 工事 R6 竣工

第三大島幼稚園 設計 工事 R6 竣工

東雲小学校 設計 設計 工事 R7 竣工

枝川小学校 設計 工事 R7 竣工

深川小学校 設計 R7 竣工

東陽中学校 設計 R8 竣工

越中島小学校 設計 R9 竣工

第四砂町中学校 設計 R9 竣工

小学校

改築・改修のほか、施設の状況に応じた改修を各校・園にて実施中学校

幼稚園

事業費（千円）
2 年度 3,944,635 

2 ～ 6 年度合計 28,870,739 

備　　考
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事    業    名 教育センターの改修 教育センター

事　業　内　容 教育センターについて、各設備及び建物の改修を行います。

活
動
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

教育センター 設計 工事

事業費（千円）
2 年度 30,474 

2 ～ 6 年度合計 667,520 

備　　考

事    業    名 不登校児童・生徒支援事業 指導室

事  業  内  容

不登校児童・生徒を対象に、適応指導教室（ブリッジスクール）において学
習指導等を行い、学ぶことの大切さや社会性を育み、学校への復帰等を目指
します。 
　【施設開設年度】令和 2 年 4 月：南砂中学校内

活動量 現状値 
(30 年度 ) 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

適応指導教室 
通級者数（人） 119 180 180 180 180 180 

エンカレッジ体験 
活動実施回数（回） 12 10 20 20 20 20 

事業費（千円）
2 年度 28,449 

2 ～ 6 年度合計 141,949 

備　　考
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第 6 章 主要事業

事    業    名 学校教育情報化推進事業 学務課

事  業  内  容
電子黒板、タブレット等の ICT 機器の導入や、無線 LAN 環境の整備を行い、
学校教育の情報化を推進します。また、ICT 支援員を配置し、ICT 機器を活
用した授業をサポートします。

活動量 現状値 
( 元年度 ) 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

タブレット整備数 
（小学校）（台） 3,956 7,869 7,869 7,869 7,869 7,869 累計整備数

タブレット整備数 
（中学校）（台） 2,064 2,064 3,526 3,526 3,526 3,526 累計整備数

電子黒板整備数 
（小学校）（セット） 496 1,053 1,053 1,053 1,053 1,329 累計整備数

電子黒板整備数 
（中学校）（セット） 103 103 356 356 356 500 累計整備数

無線 LAN 整備数 
（小学校）（台） 644 1,514 1,514 1,514 1,514 1,514 累計整備数

無線 LAN 整備数 
（中学校）（台） 336 336 729 729 729 729 累計整備数

ICT 支援員訪問回数 
（小学校）（回 / 月） 2 5.5 5.5 5.5 5.5 5.5 

ICT 支援員訪問回数 
（中学校）（回 / 月） 2 2 5.5 5.5 5.5 5.5 

事業費（千円）
2 年度 3,053,449 

2 ～ 6 年度合計 18,105,074 

備　　考
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施 策 ８ こどもが安全に過ごせる居場所・環境づくり

事    業    名 児童館の改修 こども家庭支援課

事  業  内  容 児童館について、各設備及び建物の改修を行います。

活
　
動
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

大島第二児童館 設計 工事

豊洲児童館 設計 工事

塩浜児童館 設計 工事 工事

事業費（千円）
2 年度 0

2 ～ 6 年度合計 170,878

備　　考
・大島第二児童館の事業費は、「総合区民センターの改修」の項に計上して
います。
・塩浜児童館の工事費は、「塩浜福祉園の改修」の項に計上しています。
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第 6 章 主要事業

事    業    名 江東きっずクラブの改修 地域教育課

事　業　内　容 江東きっずクラブについて、各設備及び建物の改修を行います。

活
　
　
動
　
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

改
　
築

きっず二大 設計 設計 工事 工事 工事 R6 竣工

きっず小名木川 設計 設計 工事 R8 竣工

きっず六砂 設計 R10 竣工

改
　
　
修

きっず東雲第三 工事

きっず南砂六丁目 工事

きっず平久 工事

きっず八名川 設計 工事

きっず大島第二児童館 設計 工事

きっず数矢 工事 工事

きっず元加賀 設計 工事

きっず明治 設計 工事 工事 R6 竣工

きっず東雲 設計 工事 R7 竣工

きっず枝川 設計 工事 R7 竣工

きっず北砂 設計 R7 竣工

きっず深川 設計 R7 竣工

きっず越中島 設計 R9 竣工

事業費（千円）
2 年度 319,518 

2 ～ 6 年度合計 573,326 

備　　考

・きっず二大、小名木川、六砂、数矢、明治、東雲、越中島の工事費は、「校舎等
の改修」の項に計上しています。 
・きっず八名川、元加賀、枝川、深川の事業費は、「校舎等の改修」の項に計上
しています。 
・きっず大島第二児童館の事業費は、「総合区民センターの改修」の項に計
上しています。
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施 策 ９ 次代を担う青少年の健全育成の推進

事    業    名 青少年相談事業 青少年課

事  業  内  容

ひきこもりをはじめ、仕事や人間関係の問題など、社会生活に困難を抱える
若者に対し、自立・社会参加に向けた各種支援を行います。 
 ・個別面談及び電話相談 
 ・居場所づくり 
 ・講演会

活動量 現状値 
(30 年度 ) 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

相談件数（件） 216 280 300 320 340 360

事業費（千円）
2 年度 8,414 

2 ～ 6 年度合計 42,070 

備　　考
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第 6 章 主要事業

施 策 １０ 魅力的で活力ある区内産業・商店街の形成

事    業    名 江東ブランド推進事業 経済課

事  業  内  容
区内の優れたものづくり企業を「江東ブランド」として認定し、見本市への
出展によるＰＲ等の支援を実施することで、区内産業の活性化及びイメージ
アップを図ります。

活動量 現状値 
(30 年度 ) 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

認定企業数（社） 40 45 49 53 58 63

展示会出展企業数（社） 16 12 12 12 12 12

事業費（千円）
2 年度 36,468 

2 ～ 6 年度合計 164,492 

備　　考

事    業    名 江東お店の魅力発掘発信事業 経済課

事  業  内  容 小売店舗等への取材を通じ、クーポン付情報誌「ことみせ」を発行するほか、
ホームページでは日本語と英語でお店の魅力を発信します。

活動量 現状値 
(30 年度 ) 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

ことみせ登録店数
（店舗） 602 800 900 1,000 1,100 1,200

ことみせのイベント
実施数（回） 6 6 6 6 6 6

事業費（千円）
2 年度 52,753 

2 ～ 6 年度合計 244,303 

備　　考
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施 策 １１ 人・地域をつなぐ地域コミュニティの活性化

事    業    名 地区集会所の改修 地域振興課

事　業　内　容 地区集会所について、各設備及び建物の改修を行います。

活
　
動
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

新大橋地区集会所 工事

白河東地区集会所 設計 工事

平野地区集会所 設計 工事

北砂地区集会所 設計 R7 竣工

事業費（千円）
2 年度 51,461 

2 ～ 6 年度合計 119,399 

備　　考
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施 策 １３ 生涯にわたり学習できる環境の充実

事    業    名 文化学習施設の改修 文化観光課

事　業　内　容 文化センターについて、各設備及び建物の改修を行います。

活
動
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

江東区文化センター 設計 工事

事業費（千円）
2 年度 0 

2 ～ 6 年度合計 1,425,490 

備　　考

事    業    名 図書館の改修 江東図書館

事　業　内　容 図書館について、各設備及び建物の改修を行います。

活
　
　
動
　
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

改
築 こどもとしょかん 工事 工事

改
　
修

東陽図書館 設計 工事

城東図書館 設計 工事

深川図書館 設計 工事 工事

東雲図書館 設計 工事

事業費（千円）
2 年度 27,398 

2 ～ 6 年度合計 1,448,775 

備　　考

・こどもとしょかんは、児童会館跡地における児童向け複合施設に移転整備
します。 
・こどもとしょかんの工事費は、「児童向け複合施設の整備」の項に計上し
ています。 
・東陽図書館の事業費は、「教育センターの改修」の項に計上しています。 
・城東図書館の事業費は、「総合区民センターの改修」の項に計上しています。
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施 策 １４ スポーツを楽しめる環境の充実

事    業    名 区民体育館の改修 スポーツ振興課

事　業　内　容 区民体育館について、各設備及び建物の改修を行います。

活
　
動
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

亀戸スポーツセンター 設計 工事

スポーツ会館 設計 工事 工事 R6 竣工

事業費（千円）
2 年度 0 

2 ～ 6 年度合計 4,482,334 

備　　考

事    業    名 屋外区民運動施設の改修 スポーツ振興課

事　業　内　容 屋外区民運動施設について、各設備及び建物の改修を行います。

活
　
動
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

夢の島野球場 設計 工事 工事

夢の島競技場 設計 工事 R6 竣工

事業費（千円）
2 年度 12,760 

2 ～ 6 年度合計 549,884 

備　　考



152

第 6 章 主要事業

事    業    名 区民スポーツ普及振興事業 スポーツ振興課

事  業  内  容

区民の体力向上やカヌー振興、障害者スポーツ振興に向けた取り組みを行う
とともに、各種イベントの開催によりスポーツに親しむきっかけづくりを行
います。また、オリンピック・パラリンピックのレガシーを活用し、区民のス
ポーツに対する意識の向上を図ります。

活動量 現状値 
(30 年度 ) 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

こどもカヌー大会
イベント参加者数（人） 825 900 900 950 950 1,000

ファミリースポーツ 
チャレンジ参加者数（人） 9,200 9,400 9,600 9,800 10,000

障害者スポーツ競技
体験参加者数（人） 900 950 1,000 1,050 1,100

事業費（千円）
2 年度 46,016 

2 ～ 6 年度合計 207,728 

備　　考
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施 策 １５ 文化・歴史の継承と観光振興

事    業    名 歴史文化施設の改修 文化観光課

事　業　内　容 歴史文化施設について、各設備及び建物の改修を行います。

活
　
動
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

深川東京モダン館 工事

深川江戸資料館 設計 工事

伝統芸能稽古場 工事

事業費（千円）
2 年度 71,769 

2 ～ 6 年度合計 774,728 

備　　考

事    業    名 観光推進事業 文化観光課

事  業  内  容

地域資源を活用した新たな観光施策を展開し、広く内外に観光情報を PR す
ることで江東区への来訪者を増やすとともに、おもてなしの心で迎える態勢
を整え、観光客の満足度を高めます。 
 ・観光マップ・パンフレットの作成 
 ・外国語版観光マップ等の作成 
 ・日本政府観光局を活用した海外への誘客活動 
 ・周辺区と連携・協力した観光 PR

活動量 現状値 
(30 年度 ) 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

観光周遊マップ
発行部数（部） 80,000 100,000 80,000 80,000 80,000 80,000

観光ガイドの案内者数
（人） 4,988 5,300 5,450 5,600 5,800 6,000

事業費（千円）
2 年度 82,112 

2 ～ 6 年度合計 219,336 

備　　考
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施 策 １６ 切れ目のない支援による母子保健の充実

事    業    名 新生児・産婦支援事業 保健予防課

事  業  内  容 産婦・乳幼児に対する面接や訪問指導等を実施し、母親の出産や育児に関す
る不安を解消します。

活動量 現状値 
(30 年度 ) 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

ゆりかご面接件数（件） 3,273 5,157 5,212 5,263 5,253 5,211 

新生児・産婦訪問 
指導件数（件） 4,172 4,824 4,876 4,923 4,914 4,875 

産後ケア（宿泊型） 
実施件数（件） 166 241 244 246 246 244 

産後ケア（日帰り型） 
実施件数（件） 681 724 731 738 737 731 

産後ケア（乳房ケア） 
実施件数（件） 689 724 731 738 737 731 

事業費（千円）
2 年度 122,318 

2 ～ 6 年度合計 613,298 

備　　考
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施 策 １７ 健康づくりの推進と保健・医療体制の充実

事    業    名 保健相談所の改修 健康推進課・深川南部
保健相談所

事　業　内　容 保健相談所について、各設備及び建物の改修を行います。

活
動
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

深川南部保健相談所 設計 工事 R7 竣工

事業費（千円）
2 年度 0 

2 ～ 6 年度合計 389,878 

備　　考
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施 策 １９ 高齢者支援と活躍の推進

事    業    名 福祉会館の改修 長寿応援課

事  業  内  容 福祉会館について、各設備及び建物の改修を行います。

活
　
動
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

大島福祉会館 設計 工事

塩浜福祉会館 設計 工事 工事

事業費（千円）
2 年度 0 

2 ～ 6 年度合計 12,405 

備　　考
・大島福祉会館の事業費は、「総合区民センターの改修」の項に計上してい
ます。 
・塩浜福祉会館の工事費は、「塩浜福祉園の改修」の項に計上しています。

事    業    名 高齢者在宅サービスセンターの改修 長寿応援課

事  業  内  容 高齢者在宅サービスセンターについて、各設備及び建物の改修を行います。

活
　
動
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

江東ホーム高齢者在宅 
サービスセンター 設計 工事 工事

北砂ホーム高齢者在宅 
サービスセンター 設計 工事 工事 R6 竣工

枝川高齢者在宅 
サービスセンター 設計 工事 R7 竣工

亀戸高齢者在宅 
サービスセンター 設計 R8 竣工

事業費（千円）
2 年度 0 

2 ～ 6 年度合計 116,979 

備　　考

・江東ホーム高齢者在宅サービスセンター、北砂ホーム高齢者在宅サービス
センターの事業費は、 「特別養護老人ホームの改修」の項に計上しています。 
・亀戸高齢者在宅サービスセンターの工事費は、「亀戸第四保育園の改修」
の項に計上しています。
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事    業    名 特別養護老人ホームの整備 長寿応援課

事  業  内  容
日常全般の介護を行う特別養護老人ホームの整備を推進します。改築にあ
たっては可能な限り増床を図ります。 
　【施設竣工年度】令和 6 年度：新規整備

活
　
動
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

新規整備 設計 工事 工事 R6 竣工

改築（住吉一丁目） 工事 工事

改築（深川二丁目） 工事 工事

定員増数（人） 164 100

事業費（千円）
2 年度 492,816 

2 ～ 6 年度合計 1,253,361 

備　　考 ・事業費には、既存施設への分割助成分を含みます。 
・令和 6 年度末の施設数は 16 施設となります。

事    業    名 特別養護老人ホームの改修 長寿応援課

事  業  内  容 特別養護老人ホームについて、各設備及び建物の改修を行います。改修にあ
たっては可能な限り増床を図ります。

活 

　
動
　 

量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

江東ホーム 設計 工事 工事

北砂ホーム 設計 工事 工事 R6 竣工

塩浜ホーム 設計 R8 竣工

事業費（千円）
2 年度 0 

2 ～ 6 年度合計 4,764,148 

備　　考



158

第 6 章 主要事業

事    業    名 認知症高齢者グループホームの整備 長寿応援課

事  業  内  容 少人数での共同生活の中で、日常生活上の介護や機能訓練を提供する認知症
高齢者グループホームの整備を推進します。

活
　
動
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

新規整備（施設） 2 2 2 2 2

定員増数（人） 45 36 36 36 36

事業費（千円）
2 年度 320,145 

2 ～ 6 年度合計 1,428,945 

備　　考 令和 6 年度末の施設数は 29 施設となります。

事    業    名 介護専用型ケアハウスの整備 長寿応援課

事  業  内  容
高齢者に日常生活上の介護を提供する介護専用型ケアハウスの整備を推進
します。 
　【施設竣工年度】令和 6 年度

活
　
動
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

新規整備（施設） 1

定員増数（人） 30

事業費（千円）
2 年度 0 

2 ～ 6 年度合計 42,990 

備　　考 令和 6 年度末の施設数は 3 施設となります。
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事    業    名 都市型軽費老人ホームの整備 長寿応援課

事  業  内  容
自立生活に不安のある低所得高齢者が、住み慣れた地域で安心して暮らせる
都市型軽費老人ホームの整備を推進します。 
　【施設竣工年度】令和 6 年度

活
　
動
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

新規整備（施設） 1

定員増数（人） 20

事業費（千円）
2 年度 0 

2 ～ 6 年度合計 100,000 

備　　考 令和 6 年度末の施設数は 6 施設となります。

事    業    名 高齢者施設福祉サービス第三者評価事業 福祉課

事  業  内  容 民間事業者が運営する高齢者福祉施設に対し、東京都における福祉サービス
第三者評価の受審費用を補助し、評価受審を推進します。

活動量 現状値 
(30 年度 ) 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

小規模多機能型 
居宅介護施設（施設） 1 3 1 0 3 1

認知症高齢者 
グループホーム（施設） 15 19 21 23 25 27

特別養護老人ホーム 
（旧区立施設）（施設） 0 0 3 0 1 1

介護老人保健施設 
（施設） 4 0 4 3 0 4

介護専用型ケアハウス 
（施設） 0 1 0 1 1 0

公設民営高齢者 
通所介護施設（施設） 0 0 0 1 0 0

事業費（千円）
2 年度 13,818 

2 ～ 6 年度合計 85,906 

備　　考
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施 策 ２０ 障害者支援と共生社会の実現

事    業    名 障害者福祉施設の改修 障害者施策課

事  業  内  容 障害者福祉施設について、各設備及び建物の改修を行います。

活
　
動
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

塩浜福祉園 設計 工事 工事

こども発達センター 設計 工事 工事

障害者福祉センター 設計 工事 R7 竣工

こども発達扇橋センター 設計 工事 R7 竣工

事業費（千円）
2 年度 0 

2 ～ 6 年度合計 3,707,162 

備　　考

事    業    名 障害者入所施設の整備 障害者施策課

事  業  内  容
障害者が、日常生活支援を受けながら、地域生活へ移行することを支援する
ため、日中活動の場を併設した障害者入所施設を整備します。 
　【施設竣工年度】令和 4 年度：塩浜二丁目

活
動
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

新規整備（塩浜二丁目） 設計 工事 工事

事業費（千円）
2 年度 1,496 

2 ～ 6 年度合計 498,035 

備　　考
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事    業    名 障害者グループホームの整備 障害者施策課

事  業  内  容 障害のある人が地域で安心して暮らせる障害者グループホームの整備を推
進します。

活
動
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

新規整備（施設） 1

事業費（千円）
2 年度 0 

2 ～ 6 年度合計 82,775 

備　　考

事    業    名 障害者（児）施設福祉サービス第三者評価事業 障害者施策課

事  業  内  容
民間事業者が運営する障害者（児）施設に対し、東京都における福祉サービ
ス第三者評価の受審費用を補助し、評価受審を推進するとともに、区立障害
者（児）施設においても計画的に受審します。

活動量 現状値 
(30 年度 ) 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

公設民営障害者通所 
支援施設等（施設） 6 0 6 1 0 6

民設民営障害者通所 
支援施設（施設） 8 15 7 9 13 7

公設民営障害児通所 
支援施設（施設） 1 0 1 1 0 1

民設民営障害児通所 
支援施設（施設） 5 4 6 4 5 6

事業費（千円）
2 年度 11,400

2 ～ 6 年度合計 55,380

備　　考



162

第 6 章 主要事業

施 策 ２１ 地域福祉と生活支援の充実

事    業    名 高齢者地域見守り支援事業 長寿応援課

事  業  内  容

高齢者が社会的に孤立することなく暮らすことができるよう、地域の実情に
応じた地域主体の見守り体制づくりを支援します。 
 ・セミナーの開催 
 ・活動実践発表会・交流会を通した情報の共有化 
 ・見守り拠点開設への助成 
 ・休止団体へのフォローアップアドバイザー派遣

活動量 現状値 
(30 年度 ) 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

サポート地域数（地域） 3 8 4 4 4 4

活動実践発表会・ 
交流会開催回数（回） 4 4 4 4 4 4

見守り拠点開設助成 
件数（件） 5 8 4 4 4 4

高齢者見守り連絡会 
開催回数（回） 1 1 1 1 1 1

フォローアップ 
アドバイザー 
派遣地域数（地域）

― 4 4 4 4

事業費（千円）
2 年度 37,336

2 ～ 6 年度合計 183,832

備　　考
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事    業    名 権利擁護推進事業 地域ケア推進課・障害
者支援課・保健予防課

事  業  内  容

判断能力が不十分な認知症高齢者や知的障害者、精神障害者等が、地域で安
心して自立した生活が送れるよう、福祉サービスの利用に関する相談や助
言、情報提供等の支援を行います。
判断能力を有する高齢者及び身体障害者のうち、日常生活を営むことが困難
な人に対し、日常的な金銭管理の援助や通帳、書類等の預かりを行います。 
利用者本人の財産や権利を本人に代わって保護する成年後見人等を選任す
る、成年後見制度の利用を支援します。

活動量 現状値 
(30 年度 ) 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

相談件数（一般相談） 
（件） 9,443 9,700 10,100 10,500 11,000 11,700

相談件数（専門相談） 
（件） 130 140 140 140 140 140

成年後見区長申立件数 
（件） 74 95 100 105 110 115

事業費（千円）
2 年度 57,043

2 ～ 6 年度合計 318,788

備　　考
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施 策 ２２ 計画的なまちづくりの推進

事    業    名 だれでもトイレの整備 河川公園課

事　業　内　容 老朽化が進んだ公衆便所を障害者・高齢者・妊婦・乳幼児を連れている保護
者等が利用しやすい「だれでもトイレ」として整備します。

活
動
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

だれでもトイレ（か所） 8 8 7 8 7

事業費（千円）
2 年度 136,368 

2 ～ 6 年度合計 587,784 

備　　考 ・活動量には、「区立公園の改修」の項で実施する整備数を含みます。 
・令和 6 年度末のだれでもトイレ施設数は 161 か所となります。

事    業    名 ユニバーサルデザイン推進事業 まちづくり推進課

事  業  内  容

年齢・性別・国籍・能力などの違いを尊重しつつ、誰もが使いやすく安全で
安心な環境をつくるため、毎年テーマを検討し、スパイラルアップの視点で
ユニバーサルデザインまちづくりワークショップを開催します。
ユニバーサルデザインのまちづくりハンドブックを区内の全小学校へ配付
するとともに、小学校や金融機関等への出前講座を開催します。

活動量 現状値 
(30 年度 ) 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

ワークショップ
開催回数（回） 8 8 8 8 8 8

小学校等での出前講座 
開催回数（回） 26 18 20 22 24 26

事業費（千円）
2 年度 9,290 

2 ～ 6 年度合計 46,450 

備　　考
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施 策 ２３ 良好な住宅の形成と住環境の向上

事    業    名 区営住宅の整備 住宅課

事　業　内　容 老朽化した昭和 50 年代前半建設の区営住宅について、住宅性能の確保、管理
コストの縮減を目的に建替え・集約を行います。

活
　
動
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

改
　
築

猿江一丁目アパート 設計 設計・工事 工事 工事 R6 竣工

大島五丁目住宅 設計 設計・工事 工事 工事 R6 竣工

塩浜住宅 設計・工事 R8 竣工

事業費（千円）
2 年度 0 

2 ～ 6 年度合計 3,720,073 

備　　考

事    業    名 区営住宅の改修 住宅課

事  業  内  容 昭和 50 年代後半以降建設の区営住宅について、各設備及び建物の改修を行
います。

活
　
　
動
　
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

扇橋一丁目アパート 設計・工事 工事 工事 工事 工事

森下二丁目住宅 設計 工事 工事

塩浜一丁目住宅 工事 工事

北砂七丁目住宅 設計・工事 工事

東陽一丁目住宅 工事 工事 工事

東陽一丁目第二住宅 設計・工事 工事

事業費（千円）
2 年度 182,870 

2 ～ 6 年度合計 705,671 

備　　考
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事    業    名 マンション計画修繕調査支援事業 住宅課

事  業  内  容
大規模な修繕に取り組む目的で建物及び設備に関する修繕箇所や工事内容
等の調査を実施する区内のマンションの管理組合等に対し、必要な調査費の
補助を行います。

活動量 現状値 
(30 年度 ) 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

年間助成件数（件） 13 35 35 35 35 35

事業費（千円）
2 年度 9,399 

2 ～ 6 年度合計 46,995 

備　　考



167

施 策 ２４ 便利で安全な道路・交通ネットワークの整備

事    業    名 都市計画道路の整備 道路課

事　業　内　容

沿線の開発に合わせて、補助 115 号線を整備します。また、豊洲地区の再開発
に合わせて、補助 199 号線（浜園橋・蛤橋）を整備します。 
 【施設竣工年度】令和 3 年度：大島地区（補助 115 号線） 
　　　　　　　   令和 11 年度：豊洲地区（補助 199 号線）

活
　
動
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

大島地区（補助 115 号線） 工事 工事

豊洲地区（補助 199 号線） 工事 工事 工事 工事 R11 竣工

事業費（千円）
2 年度 196,791 

2 ～ 6 年度合計 1,365,237 

備　　考

事    業    名 道路の無電柱化 道路課

事　業　内　容
区道における無電柱化を推進します。 
 【施設竣工年度】令和 6 年度：仙台堀川公園周辺路線　　 
　　　　　　　   令和 8 年度：新砂一丁目

活
　
動
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

仙台堀川公園周辺路線 設計・移設 
・工事

設計・移設 
・工事 設計・工事 設計・工事 工事 R6 竣工

新砂一丁目 設計 設計 移設 工事 設計・工事 R8 竣工

事業費（千円）
2 年度 197,776 

2 ～ 6 年度合計 2,523,596 

備　　考
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事    業    名 主要生活道路の改修 道路課

事　業　内　容 区道について、歩行者及び車両が安全に通行できるよう、破損の著しい路線
を改修します。

活
動
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

道路改修（㎡） 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

事業費（千円）
2 年度 847,804 

2 ～ 6 年度合計 4,226,040 

備　　考

事    業    名 橋梁の改修 道路課

事　業　内　容 老朽化した橋梁を計画的に架替・改修・塗装することにより耐用年数を延ば
すとともに、大地震に備えて耐震補強を行います。

活
　
　
動
　
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

架
　
　
替
　

御船橋 工事 工事

清水橋 工事 工事 工事 工事

巽橋 工事 工事 工事

弁天橋 設計 工事 工事 工事 R6 竣工

緑橋 設計 工事 工事 工事 R6 竣工

釣船橋 設計 工事 R8 竣工

大島橋 設計 R9 竣工

改
　
修

東富橋 工事 工事

砂潮橋 設計 R9 竣工

点検調査 調査 調査

塗装（橋） 2 3 3 2 2

事業費（千円）
2 年度 622,399 

2 ～ 6 年度合計 5,439,350 

備　　考
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事    業    名 街路灯の改修 施設保全課

事　業　内　容 区道等に設置している老朽化した街路灯を改修します。 
改修にあたっては、省エネルギー化を図り、環境負荷を低減します。

活
　
動
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

街路灯（基） 710 710 710 710 710

公園・児童遊園灯（基） 150 150 150 150 150

水辺・潮風の散歩道灯（基） 110 110 110 110 110

事業費（千円）
2 年度 874,657 

2 ～ 6 年度合計 4,352,715 

備　　考

事    業    名 道路事務所の改修 施設保全課

事　業　内　容 道路事務所について、各設備及び建物の改修を行います。

活
動
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

道路事務所 設計 工事 工事

事業費（千円）
2 年度 23,100 

2 ～ 6 年度合計 529,570 

備　　考
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施 策 ２５ 災害に強い都市の形成

事    業    名 細街路の拡幅整備 建築調整課

事  業  内  容
幅員 4 ｍ未満の道路で、建築基準法第 42 条第 2 項または第 42 条第 1 項第
5 号の適用を受ける道路に面する敷地の所有権者・借地権者からの申請を受
けて、拡幅整備工事を行います。

活
動
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

拡幅整備延長（ｍ） 900 1,000 1,000 1,000 1,000

事業費（千円）
2 年度 141,401 

2 ～ 6 年度合計 768,217 

備　　考 令和 6 年度末の整備延長は 24,140m となります。

事    業    名 不燃化特区の基盤整備 地域整備課

事  業  内  容
「北砂三・四・五丁目地区まちづくり方針」に基づき、当該地区における防災
性の向上及び住環境の改善のため、防災生活道路（幅員 6m 以上）及び不燃
化小規模空地（広場・公園）の整備を推進します。

活
　
動
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

道路整備面積（㎡） 300 840 1,080 1,080

空地取得（か所） 1 2 2 2 2

新
　
設

（仮称）北砂三丁目 
第二児童遊園 工事

（仮称）北砂四丁目 
第三児童遊園 工事

事業費（千円）
2 年度 325,305 

2 ～ 6 年度合計 2,724,827 

備　　考
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事    業    名 不燃化特区推進事業 地域整備課

事  業  内  容

木造住宅密集地域の不燃化を促進するため、不燃化推進特定整備地区におい
て、不燃領域率 70％の実現を目指します。 
 ・現地相談ステーションの運営及び戸別訪問 
 ・専門家による個別相談への対応 
 ・老朽建築物除却費用、老朽建築物からの住替費用の助成 
 ・不燃建替設計・監理費用の助成（戸建及び共同化） 
 ・北砂三・四・五丁目地区まちづくり協議会の支援 
 ・地区計画の策定 
 ・面整備事業の検討及び実施 
 ・無電柱化事業の検討 
 ・狭あい道路等対策事業検討及び実施

活動量 現状値 
(30 年度 ) 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

戸別訪問件数 
（狭あい道路等対策）（件） ― 100 200 200 200

戸別訪問件数 
（不燃化促進）（件） 400 200 200 200 200 200

事業推進勉強会 
開催回数（回） 2 2 2 2 2

老朽建築物除却 
助成件数（件） 40 75 45 45 45 45

老朽建築物住替 
助成件数（件） 2 6 6 6 6 6

不燃建替設計 
助成件数（件） 9 20 20 20 20 20

不燃建替監理 
助成件数（件） 9 20 20 20 20 20

不燃共同化建替 
設計助成件数（件） 1 3 3 3 3 3

不燃共同化建替 
監理助成件数（件） 1 3 3 3 3 3

事業費（千円）
2 年度 285,284 

2 ～ 6 年度合計 1,106,200 

備　　考
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事    業    名 民間建築物耐震促進事業 建築調整課

事  業  内  容
民間建築物の耐震化を促進するため、一定の要件を備える民間建築物の耐震
診断・耐震設計・耐震改修経費等の一部を補助します。また、建物の倒壊危険
性が高い地区において、実態調査を行い耐震化の普及啓発を行います。

活動量 現状値 
(30 年度 ) 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

木造住宅 
無料簡易診断 
件数（件）

31 60 60 60 60 60

木造住宅 
精密診断 
助成件数（件）

2 6 6 6 6 6

木造住宅 
耐震改修 
助成件数（件）

2 4 4 4 4 4

非木造住宅等 
耐震診断 
助成件数（件）

1 2 2 2 2 2

非木造住宅等 
耐震設計 
助成件数（件）

0 1 1 1 1 1

非木造住宅等 
耐震改修 
助成件数（件）

0 1 1 1 1 1

耐震化 
アドバイザー 
派遣件数（件）

7 15 15 15 15 15

マンション 
耐震診断 
助成件数（件）

1 9 9 9 9 9

マンション 
耐震設計 
助成件数（件）

1 4 4 4 4 4

マンション 
耐震改修 
助成件数（件）

0 4 4 4 4 4

民間特定建築物 
耐震診断 
助成件数（件）

0 2 2 2 2 2

民間特定建築物 
耐震設計 
助成件数（件）

1 2 2 2 2 2

民間特定建築物 
耐震改修 
助成件数（件）

2 2 2 2 2 2
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緊急輸送道路沿道 
建築物耐震診断 
助成件数（件）

0 3 3 3 3 3

緊急輸送道路沿道 
建築物耐震設計 
助成件数（件）

2 2 2 2 2 2

緊急輸送道路沿道 
建築物耐震改修 
助成件数（件）

0 2 2 2 2 2

特定緊急輸送道路 
沿道建築物耐震 
設計助成件数（件）

3 4 4 4 4 4

特定緊急輸送道路 
沿道建築物耐震 
改修助成件数（件）

0 4 4 4 4 4

特定緊急輸送道路 
沿道建築物建替・ 
除却助成件数（件）

1 2 2 2 2 2

老朽建築物除却 
助成件数（件） 76 90 90 90 90 90

事業費（千円）
2 年度 460,268 

2 ～ 6 年度合計 2,273,108 

備　　考
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施 策 ２６ 地域防災力の強化

事    業    名 拠点避難所の電源整備 防災課

事　業　内　容
災害による停電時において商用電源が回復するまでの電源を確保するため、
拠点避難所である各小・中学校等体育館の電気設備改修を行い、外部電源の
接続を可能にするとともに、外部電源として体育館用発電機を設置します。

活
　
動
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

電気設備（か所） 25 24 23

発電機（か所） 25 24 23

事業費（千円）
2 年度 105,083 

2 ～ 6 年度合計 353,475 

備　　考

事    業    名 防災倉庫の改修 防災課

事　業　内　容 区内各地の防災倉庫について、各設備及び建物の改修を行います。

活
　
　
動
　
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

富岡防災倉庫 工事

千田防災倉庫 工事

北砂防災倉庫 工事

富岡第二防災倉庫 工事

江東区中央防災倉庫 設計 R7 竣工

事業費（千円）
2 年度 24,530 

2 ～ 6 年度合計 89,650 

備　　考
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事    業    名 民間防災組織育成事業 防災課

事  業  内  容 町会・自治会・マンション管理組合等を母体とする自主防災組織（災害協力
隊）・消防少年団体等の活動を助成するため、資機材の提供等を行います。

活動量 現状値 
(30 年度 ) 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

災害協力隊数（隊） 322 324 326 328 330 332

防災士資格取得者数（人） 265 335 375 415 455 495

事業費（千円）
2 年度 53,492 

2 ～ 6 年度合計 271,004 

備　　考
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施 策 ２７ 犯罪のないまちづくり

事    業    名 地域防犯対策事業 危機管理課

事  業  内  容

高齢者を狙った特殊詐欺等の犯罪から区民を守り、犯罪や事故のないまちづ
くりの実現を図るため、区に登録申請のあった安全安心パトロール団体への
資機材支給等により、地域防犯力を強化します。 
 ・江東区安全安心パトロール団体への資機材の支給 
 ・町会・自治会・商店街等への防犯カメラ設置費の補助 
 ・自動通話録音機の貸与

活動量 現状値 
(30 年度 ) 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

防犯パトロール団体への
資機材支給件数（件） 12 15 15 15 15 15

防犯カメラ助成件数 
（件） 14 10 10 10 10 10

自動通話録音機貸与数
（台） 701 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200

事業費（千円）
2 年度 63,272 

2 ～ 6 年度合計 316,360 

備　　考
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計画の実現に向けて

事    業    名 防災センターの改修 経理課

事　業　内　容 防災センターについて、各設備及び建物の改修を行います。

活
動
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

防災センター 設計 工事

事業費（千円）
2 年度 21,669 

2 ～ 6 年度合計 818,831 

備　　考

事    業    名 駐車場の改修 経理課

事　業　内　容 東陽二丁目駐車場について、各設備及び建物の改修を行います。

活
動
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

東陽二丁目駐車場 設計 工事

事業費（千円）
2 年度 0 

2 ～ 6 年度合計 0 

備　　考 事業費は、「教育センターの改修」の項に計上しています。
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事    業    名 出張所の改修 区民課

事  業  内  容 出張所について、各設備及び建物の改修を行います。

活
　
動
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

白河出張所 設計 工事

大島出張所 設計 工事

富岡出張所 工事

事業費（千円）
2 年度 0 

2 ～ 6 年度合計 124,740 

備　　考 ・白河出張所の事業費は、「深川江戸資料館の改修」の項に計上しています。 
・大島出張所の事業費は、「総合区民センターの改修」の項に計上しています。

事    業    名 区民館の改修 区民課

事  業  内  容 区民館について、各設備及び建物の改修を行います。

活
　
動
　
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

富岡区民館 工事

枝川区民館 工事 R6 竣工

事業費（千円）
2 年度 0 

2 ～ 6 年度合計 97,130 

備　　考 富岡区民館の事業費は、「富岡出張所の改修」の項に計上しています。
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事    業    名 総合区民センターの改修 区民課

事  業  内  容 総合区民センターについて、各設備及び建物の改修を行います。

活
動
量

施設名 2 年度 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 摘　要

総合区民センター 設計 工事

事業費（千円）
2 年度 19,319 

2 ～ 6 年度合計 572,152 

備　　考





資料
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平成 29 年 10 月～：策定方針の検討・基礎調査等の実施

　長期計画の策定にあたっては、幅広い年代の区民や多様な団体からの意見を聴取する機会を設
けました。江東区で初めてのワールドカフェ方式を採用し、多くの区民にご参加頂いたワークショッ
プ「区民会議」を皮切りに、「ジュニア会議」、「大学連携」、「団体ヒアリング」などにより、江東
区が抱える課題やその対応策、さらには今後１０年の江東区のあるべき姿等について、建設的なご
意見を多く頂戴し、計画策定に反映しました。

資料

1 計画の策定

令和元年12月 : 区議会全員協議会（長期計画素案の報告）

令和 2 年２月：区議会全員協議会（長期計画案の報告）

平成 30 年 7 月～：大学との連携
・平成 31 年 3 月まで実施。最終報告会で学生が区政へのアイデアを提案。

平成 30 年 10 月～：区民会議の開催
・平成 31 年 2 月まで計 5 回開催。区民のべ 262 人が参加し区政へのアイデアを提案。

平成 31 年 1 月：ジュニア会議の開催
・区内のジュニアリーダー 19 人が、区政へのアイデアを提案。

平成 31 年 1 月～：団体ヒアリングの実施
・区内の各種団体（計 8 団体）にヒアリングを実施。区の課題や連携可能性を把握。

平成 31 年 4 月～：長期計画策定会議の開催
・令和元年 11 月まで計 8 回開催。区民委員・有識者から意見を収集した。

令和元年 7月～：パブリックコメント、区民説明会を実施
・区報や区内各所での説明会を通じてパブリックコメントを実施。（意見 401 件）

令和元年 9月～：区民アンケートの実施
・区内 3,000 人を対象にアンケートを実施。（回答数 1,457 票）



183

（1）区民会議
　公募で広く区民に参加を呼びかけ、区の魅力やあるべき姿、現状の課題や対応策を検討するワー
クショップ「区民会議」を計５回開催しました。カフェのようなリラックスした雰囲気で、テーブル
を移りながら意見を交わすワールドカフェ方式も採用し、どの回も３時間という長時間にもかかわら
ず、区を想う非常に熱いご意見が交わされました。

開催日 参加者 内容

第 1 回 平成 30 年 10 月 13 日 81 名 まちの方向性（あるべき姿）の検討

第 2 回 平成 30 年 11 月 17 日 48 名 分野ごとの課題の抽出・洗い出し

第 3 回 平成 30 年 12 月 2 日 43 名 課題の掘下げ、解決策の検討

第 4 回 平成 30 年 12 月 22 日 51 名 解決策の具体化

第 5 回 平成 31 年 2 月 23 日 39 名 取りまとめ案への意見聴取

実施内容

区民会議の様子

（２）大学連携
　区内にキャンパスを持つ 4 つの大学（有明教育芸術短期大学、
芝浦工業大学、東京有明医療大学、武蔵野大学）の学生グルー
プから、政策提案を頂きました。
　最終報告会では、「現状及び課題認識」、「今後目指すべき方向
性」、「具体的事業のアイデア」について報告頂き、学生ならでは
の柔軟な発想で、まちづくりのアイデアを頂きました。

（3）ジュニア会議
　区内のジュニアリーダー（中学生 14 人、高校生 4 人、大学生
1 人）の計 19 人が参加し、区の将来について様々な意見を交わ
しました。
　当日は、豊洲市場等の見学をした後、ワークショップ形式で、
東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた取り組
みや、2030 年の江東区の姿について検討しました。
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資料

氏　名 所属等

会長 青山　佾 明治大学名誉教授　元東京都副知事

吉武　博通 公立大学法人首都大学東京理事　筑波大学名誉教授

竹之内　一幸 武蔵野大学法学部教授

川上　嘉明 東京有明医療大学看護学部教授

植田　みどり 国立教育政策研究所　教育政策・評価研究部　総括研究官

草場　光男 公募区民

内海　静香 公募区民

大池　篤 公募区民

森　祐起 公募区民

三宅　由美子 公募区民

≪長期計画策定会議委員名簿≫

（4）長期計画策定会議
　区が策定する長期計画について、専門的見地及び区民の視点から意見を伺う会議として、区民及
び学識経験者 10 名で構成される長期計画策定会議を計８回開催しました。

（所属は令和元年度時点）
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2 指標一覧

施策 指標 数値取得方法
現状値 

（元年度）
目標値 

（6 年度）

1 
みどりの中の都市

「CITY IN THE 
GREEN」の実現

代表 水辺と緑に満足している区民の割合 区民アンケート 74.4% 80%

1 区民・事業者による新たな緑化面積 業務取得
52,599㎡ 

（30 年度）
―

2 水辺・潮風の散歩道整備率 業務取得
57.61％ 

（30 年度）
61.43%

3 公園面積 業務取得
438.1ha 

（30 年度）
540ha

4 区立施設における新たな緑化面積 業務取得
911㎡ 

（30 年度）
―

2 
地球温暖化対策と
環境保全

代表 区内の年間二酸化炭素排出量 業務取得
3,360 

（1000 ｔ -CO ２) 
（25 年度 )

2,543 
（1000 ｔ -CO ２)

1 環境に配慮した行動に取り組む区民の割合 区民アンケート 62.1% 70%

2 再生可能エネルギー設備を導入した区施設数 業務取得
風力 2 施設／太陽光 15 施設

／雨水 55 施設 
（30 年度）

風力 2 施設／太陽光 19 施
設／雨水 58 施設

3 地球温暖化防止設備導入助成申請件数 業務取得
221 件 

（30 年度）
250 件

4 区内河川及び海域の水質の環境基準達成割合 業務取得
97% 

（30 年度）
100%

5 アダプトプログラム登録団体数 業務取得
162 団体 

（30 年度）
210 団体

3 
持続可能な資源
循環型地域社会の
形成

代表 区民１人当たり１日の資源・ごみの発生量 業務取得
639g 

（30 年度）
591g

1 資源化率 業務取得
27.3% 

（30 年度）
28%

2 事業系廃棄物の再利用率 業務取得
71.4% 

（30 年度）
73.4%

4 
良質で多様な保育
サービスの充実

代表 保育所待機児童数 業務取得 51 人 0 人

1 保育所に対する指導検査実施完了割合 業務取得
100% 

（30 年度）
100%

5 
みんなで取り組む
子育て家庭への
支援

代表 地域に見守られて子育てしていると感じる保護者の割合　 区民アンケート 65.5% 70%

1 子育てひろば利用者数 業務取得
323,756 人 
（30 年度）

456,000 人

2 リフレッシュひととき保育利用者数 業務取得
9,415 人 

（30 年度）
15,400 人

3 必要な子育て情報が入手できる保護者の割合　 区民アンケート 67.8% 70%

4 子ども医療費助成件数 業務取得
1,261,048 件 
（30 年度）

―

5
しつけであってもこどもに体罰を与えてはならないと理解してい
る区民の割合

区民アンケート 58.2% 100%
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資料

施策 指標 数値取得方法
現状値 

（元年度）
目標値 

（6 年度）

6
一人一人に向き合
う学校教育の充実

1 全国学力調査で都平均を 100 としたときの区の数値

業務取得 小学校 6 年生　105.2 107 

業務取得 中学校 3 年生　102.2 105 

2 自分にはよいところがあると思う児童 ･ 生徒の割合

業務取得 小学校 6 年生　80.6% 87%

業務取得 中学校 3 年生　73.3% 80%

3 人の役に立つ人間になりたいと思う、児童・生徒の割合

業務取得 小学校 6 年生　94.6% 96%

業務取得 中学校 3 年生　92.0% 93%

4 全国体力調査で都平均を 100 としたときの区の数値

業務取得
小学校 5 年生男子　99.2 

(30 年度 )
101 

業務取得
小学校 5 年生女子　99.6 

(30 年度 )
102 

業務取得
中学校 2 年生男子　100.1 

(30 年度 )
102 

業務取得
中学校 2 年生女子　99.4 

(30 年度 )
103 

5 区主催の研修に参加した教員の延べ参加者数 業務取得
3,908 人 

(30 年度 )
4,300 人

7 
多様なニーズに
応じた教育環境の
充実

代表 一人一人を大切にした教育が行われていると思う区民の割合 区民アンケート 22.5% 25.3%

1 特別支援教室支援完了者割合 業務取得
8.4% 

(30 年度 )
―

2
いじめはどんな理由があってもいけないことだと思う児童・生
徒の割合

業務取得 95.3% 97%

3  地域学校協働活動に参加したボランティア数 業務取得
26,651 人 
(30 年度 )

37,950 人

4 小中学校における学習者用コンピューターの整備割合 業務取得
小学校 51.7% 
中学校 60.5%

小学校　100% 
中学校　100%

5 小中学校における大型提示装置・実物投影機の整備割合 業務取得 39.7% 100％

8 
こどもが安全に
過ごせる居場所
・環境づくり

代表 江東きっずクラブ利用児童の満足度 業務取得 87.1% 92%

1 江東きっずクラブ B 登録を利用できなかった児童数 業務取得 132 人 0 人

2
行政・地域の活動により、こどもの安全・安心が確保されてい
ると思う区民の割合

区民アンケート 49.4% 60%

9 
次代を担う青少年
の健全育成の推進

代表
青少年が健全に育つことができる環境が整っていると思う区民
の割合

区民アンケート 18.7% 25%

1 青少年交流プラザの利用者数 業務取得
113,612 人 
(30 年度 )

119,300 人

2 青少年育成指導者養成講習会への参加者数 業務取得
677 人 

（30 年度）
800 人

3 地域との連携により実施した青少年健全育成事業数 業務取得
196 件 

(30 年度 )
206 件

4 相談事業における相談件数 業務取得
216 件 

（30 年度）
―

10 
魅力的で活力ある
区内産業・商店街
の形成

代表 区内の企業やお店が元気に活動していると思う区民の割合 区民アンケート 45.9% 60%

1 各種助成事業における助成件数 業務取得
155 件 

（30 年度）
180 件

2
こうとう若者・女性しごとセンターの利用者で就職が決定した
人数

業務取得
556 人 

（30 年度）
750 人

3 創業支援資金の融資申込みをした事業者数 業務取得
39 事業者 

（30 年度）
60 事業者

4 魅力ある商店街やお店が区内にあると思う区民の割合 区民アンケート 59.3% 70%
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施策 指標 数値取得方法
現状値 

（元年度）
目標値 

（6 年度）

11 
人・地域をつなぐ
地域コミュニティ
の活性化

代表 この 1 年間に地域活動に参加した区民の割合 区民アンケート 20.8% 26%

1 町会・自治会加入世帯数・加入率 業務取得
158,096 世帯 

58.9％ 
（30 年度）

168,400 世帯 
60％

2 気軽に利用できる地域活動施設があると思う区民の割合 区民アンケート 38.7% 45%

3 地域イベントへの参加者数 業務取得
936 千人 

（30 年度）
1,100 千人

12 
多様性を認め合う

（ダイバーシティ）
社会の実現

代表
江東区は多様性を認め合い、誰もが尊重され、暮らしやすいまち
であると思う区民の割合

区民アンケート 46.3% 80%

1 区の審議会等への女性の参画率 業務取得
29.8％ 

（30 年度）
40%

2
仕事と生活の調和がとれた生き方を実現することが出来ている
と答えた区民の割合

区民アンケート 53.4% 80%

3 DV 相談窓口を知っている区民の割合 区民アンケート 28.3% 70%

13 
生涯にわたり学習
できる環境の充実

代表 趣味や学習などに取り組んでいる区民の割合 区民アンケート 9.8% 20%

1
学習や講座から得られた学びを地域活動や仕事に活かしている
区民の数

業務取得
285 人 

（30 年度）
370 人

2 図書館来館者数（年間） 業務取得
3,289 千人 
(30 年度 )

3,750 千人

3 図書館が学びの場として役立っていると感じている区民の割合 区民アンケート 70.6% 75%

14 
スポーツを楽しめ
る環境の充実

代表 週 1 回以上スポーツ・運動を行う区民の割合 区民アンケート 45.1% 65%

1 体育協会加盟団体・社会教育関係団体の登録団体数 業務取得
668 団体 

（30 年度）
681 団体

2 区立スポーツ施設の利用者数 業務取得
2,424,000 人 
（30 年度）

2,550,000 人

15 
文化・歴史の継承
と観光振興

代表 江東区は魅力的な文化観光資源があると思う区民の割合　 区民アンケート 74.2% 80%

1 伝統文化公開事業の延べ参加者数 業務取得
9,247 人 
(30 年度）

12,000 人

2 江東区文化施設における発表活動の実施件数 業務取得
377 回 

（30 年度）
420 回

3 観光ガイドの案内者数 業務取得
4,988 人 

（30 年度）
6,000 人

16 
切れ目のない支援
による母子保健の
充実

代表 母子保健サービスが充実していると思う保護者の割合 区民アンケート 70.1% 75%

1 新生児・産婦訪問指導実施率 業務取得
94.9% 

（30 年度）
100%

2 乳児（４か月児）健康診査受診率 業務取得
96.2% 

（30 年度）
99%

17 
健康づくりの推進
と保健・医療体制
の充実

代表 自分は健康だと思う区民の割合 区民アンケート 67.7% 73%

1 65 歳健康寿命 業務取得
男性 82.22 歳 
女性 85.55 歳 
（29 年度）

男性 82.51 歳 
女性 85.92 歳

2 この１年間でがん検診を受診した区民の割合 区民アンケート 55.2% 60%

3 かかりつけ医を持つ区民の割合 区民アンケート 64.7% 72%
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施策 指標 数値取得方法
現状値 

（元年度）
目標値 

（6 年度）

18 
感染症対策と生活
衛生の確保

代表
感染症予防のため「手洗い」「咳エチケット」を実施している
区民の割合

区民アンケート 85.0% 95%

1 結核罹患率（人口 10 万人当たり） 業務取得
15.1 人 

（30 年 )
12 人

2 予防接種接種率（麻しん・風しん 1 期） 業務取得
99.6% 

（30 年度）
100%

3 食品検査における指導基準等不適率 業務取得
2.19% 

(30 年度 )
2.1%

19 
高齢者支援と活躍
の推進

代表 生きがいや幸せを感じている高齢者の割合 区民アンケート 66.0% 75%

1 地域活動や就労をしている高齢者の割合 区民アンケート 33.6% 55%

2
地域包括支援センター（長寿サポートセンター）の活動内容
を知っている区民の割合

区民アンケート 22.1% 30%

3 地域の介護予防活動グループへの参加者数 業務取得
536 名 

（30 年度）
2,100 名

4 認知症サポーター養成講座受講者数 業務取得
14,787 名 
(30 年度）

30,000 名

5 特別養護老人ホームの待機者数 業務取得 501 人 417 人

20 
障害者支援と共生
社会の実現

代表 障害者が社会参加しやすいまちだと思う区民の割合 区民アンケート 23.2% 33%

1 区の就労・生活支援センターを通じて一般就労した人数 業務取得
620 人 

（30 年度）
998 人

2 障害者グループホームの定員数 業務取得 203 人 213 人

21 
地域福祉と生活支
援の充実

代表 身近に生活の相談をすることができる人がいる区民の割合 区民アンケート 76.4% 85%

1 区が確保・育成した介護人材の人数 業務取得
6,766 人 

（30 年度）
6,766 人

2
江東区権利擁護センター「あんしん江東」における福祉サー
ビス総合相談の件数

業務取得
9,443 件 

（30 年度）
11,700 件

3 生活保護受給世帯のうち「その他世帯」の就労率 業務取得
48.7％ 

(30 年度 )
50%

22 
計画的なまちづく
りの推進

代表
地域の特色を活かしたまちづくりが進んでいると思う区民の割
合

区民アンケート 48.5% 55%

1 まちづくり活動団体等の組織数 業務取得
7 団体 

(30 年度）
13 団体

2 江東区のまち並みが美しいと思う区民の割合 区民アンケート 50.1% 60%

3 ユニバーサルデザインの理念を理解している区民の割合 区民アンケート 36.2% 50%

4 やさしいまちづくり施設整備助成制度活用件数 業務取得
4 件 

(30 年度）
7 件

23 
良好な住宅の形成
と住環境の向上

代表 住環境に満足している区民の割合 区民アンケート 71.8% 75%

1 お部屋探しサポート事業の成約件数 業務取得
20 件 

(30 年度 )
50 件

2 歩道状空地の整備（延長 / 面積） 業務取得
1,529.84m/2,991.65㎡　　　　　　　　　　　　　

(30 年度 )
―

3 適正な維持管理をしている分譲マンションの管理組合数 業務取得 ― 100%

24 
便利で安全な道路
・交通ネットワーク
の整備

代表 区内の移動環境に対する区民の満足度 区民アンケート 59.5% 66%

1 無電柱化道路延長（区道） 業務取得
19,833m 

（30 年度）
24,550m

2 区内で発生した交通事故件数（自転車） 業務取得
412 件 

（30 年）
―

3 区内で発生した交通事故件数（高齢者） 業務取得
331 件 

（30 年）
―
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施策 指標 数値取得方法
現状値 

（元年度）
目標値 

（6 年度）

25 
災害に強い都市の
形成

代表 災害に強いまちづくりが進んでいると思う区民の割合 区民アンケート 30.1% 35%

1 耐震化されていない特定緊急輸送道路沿道建築物の棟数 業務取得
79 棟 

（30 年度）
46 棟

2 北砂三・四・五丁目地区における不燃領域率 業務取得
57.2% 

（30 年度）
62%

3
江東区洪水ハザードマップを見たことがあり、自宅周辺の状況
を理解している区民の割合

区民アンケート 38.6% 100%

26 地域防災力の強化

代表 家具などの転倒防止策を行っている区民の割合 区民アンケート 43.3% 70%

1 災害協力隊の数 業務取得
322 隊 

（30 年度）
332 隊

2 区が備蓄している物資のうち避難所生活者分の食料の数 業務取得 約 46 万食 ―

27 
犯罪のないまちづ
くり

代表 治安が良いと思う区民の割合 区民アンケート 61.6% ―

1 区内刑法犯認知件数 業務取得
3,815 件 

（30 年度）
―

2 消費者教育に関する講座の実施回数 業務取得
12 回 

(30 年度 )
18 回

実
現
1

開かれた区政と区
民の参画・協働の
実現

1 １日当たりの区ホームページアクセス件数 業務取得
17,087 件 

（30 年度）
―

2 オープンデータのデータセット数 業務取得 4 14 

3 区長への手紙取扱件数 業務取得
2,060 件 

（30 年度）
―

4 公募による区民参加を行っている審議会・協議会の割合 業務取得
20.6% 

(30 年度 )
―

5 協働事業の提案数及び採択数 業務取得
提案 3 件 
採択 2 件

―

実
現
2

効率的な区政運営
と職員の育成

1 新規・レベルアップ・見直し・廃止事業数 業務取得

新規 26 
レベルアップ 64 

見直し 2 
廃止 1

（30 年度）

―

2 職員数 業務取得 2,715 人 ―

3 マイナポータルを活用した電子申請件数 業務取得
53 件 

（30 年度）
200 件

4 職員自己啓発助成件数 業務取得
25 件 

（30 年度）
―

5 年次有給休暇の年間平均取得日数 業務取得
15.5 日 

（30 年度）
―

6 男性職員の育児休業取得率 業務取得
4.7％ 

（30 年度）
―

7 自主企画調査実施人数 業務取得
149 人 

（30 年度）
―

実
現
3

自主・自律的な
区政運営の推進

1 経常収支比率 業務取得
77.5％ 

（30 年度）
―

2 公債費負担比率 業務取得
1.5％ 

（30 年度）
―

3 基金残高と起債残高との差し引き額 業務取得
93,242 百万円 

（30 年度）
―

4
収納率（現年度分）　・特別区民税　・国民健康保険料　・
介護保険料　・後期高齢者医療制度保険料

業務取得

特別区民税 99.3％ 
国民健康保険料 87.2％ 

介護保険料 98.3％ 
後期高齢者医療制度保険料

98.6％
（30 年度）

―

5 交流・連携している自治体数 業務取得
60 自治体 

（30 年度 )
―
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3 江東区の人口

注１） 人口は、平成 31 年 1 月 1 日の住民基本台帳データを基に、今後の開発動向を勘案して、コーホート要因法により算出しています。
注２） 人口総数には、外国人住民数を含みます。

■江東区の人口推計

■江東区の人口推移
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4 一般会計の推移
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5 主な施設の配置状況

　公共施設等の性格によっては、地域バランスを考慮する必要もあることから、人口推計を踏まえ、
江東区を４つの地域（深川、豊洲・臨海、亀戸・大島、砂町）に区分しています。

（平成３１年 4 月１日現在）

地域 深川 豊洲・臨海 亀戸・大島 砂町

合
計地区 白

河
富
岡

小
松
橋

東
陽

小
計

豊
洲

豊
洲
埠
頭

（
豊
洲
6
）

副
都
心

（
有
明
・
青
海
）

小
計

亀
戸

大
島

小
計

砂
町

南
砂

小
計

防災倉庫 2 2 1 3 8 4 0 1 5 3 4 7 2 2 4 24

出張所 1 1 1 0 3 1 0 0 1 1 1 2 1 1 2 8

地区集会所 5 5 5 2 17 3 0 0 3 5 3 8 5 3 8 36

文化センター 1 1 0 1 3 1 0 0 1 1 1 2 1 0 1 7

体育館 1 1 0 0 2 0 0 1 1 1 0 1 2 0 2 6

プール 1 1 0 0 2 0 0 1 1 1 0 1 2 0 2 6

区民館 0 1 1 1 3 1 0 0 1 0 0 0 1 1 2 6

特別養護老人ホーム 民間 0 2 1 1 4 4 0 0 4 1 2 3 3 1 4 15

高齢者在宅
サービスセンター

区立 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1

民間 1 2 1 2 6 2 0 0 2 1 2 3 3 2 5 16

福祉会館等 2 1 1 1 5 2 0 0 2 2 1 3 1 1 2 12

保健所・相談所 1 0 0 1 2 1 0 0 1 0 1 1 0 1 1 5

保育所

区立 3 2 3 1 9 8 0 0 8 4 6 10 8 9 17 44

私立 14 7 6 9 36 24 1 6 31 15 11 26 9 9 18 111

認証 3 3 3 3 12 9 0 0 9 9 7 16 1 4 5 42

子ども家庭支援
センター 1 0 0 1 2 1 0 0 1 0 1 1 0 1 1 5

公園

区立 9 14 17 10 50 25 3 0 28 32 14 46 24 20 44 168

都立 1 0 1 1 3 1 0 0 1 1 1 2 0 1 1 7

海上 0 0 0 0 0 4 0 10 14 0 0 0 0 4 4 18

児童遊園 14 8 9 16 47 11 0 0 11 7 7 14 18 3 21 93

幼稚園
区立 1 1 2 2 6 4 0 0 4 2 3 5 3 2 5 20

私立 3 1 2 0 6 0 0 0 0 2 1 3 2 0 2 11

認定こども園 私立 0 0 1 0 1 1 1 0 2 0 0 0 0 0 0 3

児童館 2 1 1 1 5 4 0 0 4 3 2 5 2 2 4 18

学童クラブ 1 0 1 1 3 8 0 0 8 3 2 5 1 2 3 19

図書館 1 1 0 1 3 2 0 0 2 1 2 3 1 1 2 10

■主な施設の配置状況
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6 SDGs（持続可能な開発目標）

　SDGs とは、2015 年 9 月の国連サミットで採択された、2030 年までに世界中で取り組む 17 の
国際目標です。「地球上の誰一人取り残さない」社会の実現をめざし、先進国を含めた全ての国で
取り組みが進められています。
　SDGs には、経済・社会・環境の諸課題を網羅的に包括した、17 の目標、169 のターゲット、
232 の進捗管理目標（インディケーター）が定められており、それらを統合的に解決することの重
要性が示されています。
　また、SDGs の前身である、ミレニアル開発目標（MDGs）（2000 年～ 2015 年までの目標）が

「途上国の開発」「貧困・格差問題の解決」に主眼を置いており、政府機関等による開発援助が中
心であったのに対し、SDGs では「先進国」においても取り組むべき社会課題が取り上げられており、
その課題解決のため「政府」、「民間企業」、「市民社会」、その他のあらゆる主体による積極的な取
り組みが期待されています。
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7 江東区基本構想（平成 21 年３月策定）

１　新たな基本構想策定の背景
● 江戸初期以降、江東地区の埋め立てが始まり、その後、明治・大正・昭和・平成と、新たな「ま

ち」が形成されてきました。その間、江東区は地盤が低く脆弱なことから幾度も水害に見舞われ
たり、昭和 20 年の東京大空襲、ごみ問題など多くの困難もありました。しかし、区民はそれらの
困難を全力で克服してきました。

● そうした中、区は平成 11 年 3 月策定の基本構想において、目指すべき将来像を「伝統と未来が
息づく水彩都市・江東」と定め、今日までこれを区政の基本的指針としてきました。

● しかし、時代は大きく変わっています。世界的課題である地球温暖化対策には、国や東京都もそ
れぞれ取り組んでいますが、基礎自治体である区の役割も極めて重要となっています。

● 江東区にはその他にも現在の日本社会、東京が抱える問題が顕在化しています。マンション建設
に伴う人口急増、南部地域の新たなまちづくりなども、東京一極集中の側面と言えます。もちろ
ん、高齢社会の一層の進展や、逼迫性が指摘される首都直下地震への対応、さらにこどもをめぐ
る教育、福祉の課題など、江東区を取り巻く課題は山積しています。

● 私たちは、こうした過去経験したことのない課題解決への取り組みを、新たな長期的視点に立っ
た江東区をつくっていくための好機として、前向きにとらえる必要があります。このため、概ね今
後 20 年を展望した新たな基本構想を策定し、江東区の更なる発展に向け歩んでいくこととしま
した。

２　基本理念
　基本構想は区民、民間団体、都、国など、江東区にかかわるすべての人たちが協力してその実現
に努めるべきまちづくりの目標であり、江東区において活動する際に尊重すべき指針としての役割を
持っています。
　この基本構想全体を貫く考え方として、次の 3 つの基本理念を掲げます。

● 次の世代が誇れる江東区をつくります        
先人たちが築き上げた、江東区の良き伝統を継承・発展させ、次の世代が誇ることのできる江東
区をつくります。

● 区民と区がともに責任を持って江東区をつくります      
区民はまちづくりの主役であり、区民と区はともに責任を持って江東区をつくります。

● 区民が生き生きと暮らせる江東区をつくります       
区民がお互いの人権を尊重し、区民一人一人が生き生きと暮らせる江東区をつくります。

【区民とは】
　この基本構想における区民とは、江東区に居住する人だけでなく、区内で働き（事業者）、学ぶ（学
生）など、区内で活動するすべての人を言います。
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３　将来への展望
（１）江東区の将来像

　概ね今後 20 年を展望した江東区の姿を「みんなでつくる伝統、未来　水彩都市・江東」とし、
江東区の将来像とします。

【江東区の将来像】

みんなでつくる伝統、未来　水彩都市・江東

（２）目指すべき江東区の姿
　江東区の将来像をそれぞれの分野ごとに具体化した、目指すべき江東区の姿を定めます。

１　水と緑豊かな地球環境にやさしいまち
● 身近に豊かな水辺と緑に親しむことができる空間が整備され、都心にいながらうるおいあ

ふれる美しいまちを実感できます

● 誰もが地球環境保全の取り組みを行い、環境負荷の少ないまちづくりを実現しています

２　未来を担うこどもを育むまち
● こどもを育てることに、喜びと生きがいを持てる社会になっています

● こどもたちが毎日楽しく学び、遊ぶ中で、こどもらしくのびのびと育ち、責任感を培うととも
に、未来を担う力を養っています

● 地域社会が一体となり、こどもの未来を育んでいます

３　区民の力で築く元気に輝くまち
● 区内の商工業が発展し、地域経済が活性化しています

● 誰もが持てる能力を発揮しながら、コミュニティ・生涯学習・スポーツ活動に参加できる豊
かな地域社会が形成されています

● 誰もが地域の歴史と文化に対する理解と誇りを持つとともに、多くの人が江東区を訪れて
います

４　ともに支えあい、健康に生き生きと暮らせるまち
● 誰もがライフステージやライフスタイルに応じた健康づくりに取り組んでいます

● 高齢者、障害者をはじめ誰もが地域で支えあいながら、生きがいを持って社会に参加してい
ます

５　住みよさを実感できる世界に誇れるまち
● 南北交通をはじめとする公共交通網の充実や都市基盤の整備により、誰もが快適に暮らせ

るまちが実現しています

● 災害に強く、犯罪や交通事故のない地域社会の実現により、誰もが安全で安心して住み続け
ることができます
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４　施策の大綱
　目指すべき江東区の姿に向かって、区は以下の施策を行っていきます。

（１）水と緑豊かな地球環境にやさしいまち
　江東区では、江戸時代から現在に至るまで、ごみ問題、水害、公害等のさまざまな環境問題への
取り組みを行うとともに、水辺を活かしたまちづくりを進めてきました。
　うるおいあふれるまちを実現するため、まちの中の緑を増やしながら、豊かな水辺と緑を守り、育
み、活用した、魅力あるまちを形成していきます。
　さらに、資源循環型の地域社会づくりを進めていくとともに、近年の地球規模の温暖化への対策
など、次の世代の人々のためにも環境負荷の少ない地域づくりに取り組んでいきます。

①　水辺と緑に彩られた魅力あるまちの形成
● 水辺に親しむ空間の整備・活用や、水辺と緑の連続性を考慮したまちづくりを進め、江東区の特

徴である豊かな水辺を活かした、緑豊かなまちなみの形成を図ります。
● 公園、緑地の整備はもちろん、建築物の敷地内の緑化などの取り組みを進め、まちの中に身近な

緑を増やしていきます。

②　環境負荷の少ない地域づくり
● 持続可能な地球環境の保全のため、温室効果ガスの削減など、地域からの取り組みを推進します。
● 廃棄物の発生抑制、再使用、リサイクルの推進など、資源循環型の地域社会を実現します。
● 低炭素型社会への転換のため、区民・事業者・行政など、さまざまな主体による連携・協働の

取り組みを進めます。

（２）未来を担うこどもを育むまち
　江東区のこどもが、江東区を愛し、世界を舞台に生き生きと羽ばたいていける環境を創造していく
ことが求められています。
　そのため、こどもをめぐる状況の変化、子育て家庭のニーズを的確にとらえ、安心してこどもを産み、
育てられる環境の充実に努めます。
　また、学習環境の整備や地域等との連携をより一層推進し、一人一人が大切にされ、楽しく学び、
責任感を培うことができる学校をつくるとともに、知・徳・体を育む教育を実現していきます。
　さらに、家庭・学校・地域が一体となり、健やかなこどもの未来を育む地域社会づくりを進めます。

①　安心してこどもを産み、育てられる環境の充実
● 安心してこどもを産み、育てられるよう、子育てを支援する施設やサービスを質、量ともに充実し

ていきます。
● 子育ての不安と悩みを解消し、楽しく子育てができるよう、子育て家庭の学びと交流の支援や機

会の拡充に努めます。

②　知・徳・体を育む魅力ある学び舎づくり
● こどもの持つ可能性が発揮できる学習環境の整備を進め、幼児・児童・生徒の確かな学力・豊

かな人間性・健やかな体を育成していきます。
● 一人一人の個性が尊重され、こどもたちが安心して通える学校をつくります。
● 地域や大学等さまざまな機関と積極的に連携を図り、教育力の向上に努めます。
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③　こどもの未来を育む地域社会づくり
● 地域住民による子育て家庭への支援などを通じて、不安や悩みのない子育て環境の実現を図りま

す。
● こどもが安心して暮らし、学ぶことができるよう、家庭・学校・地域が一体となってこどもたちを見

守り、その成長を後押ししていく地域社会づくりを進めます。
● 地域の人材や団体と協力して、家庭・学校等を支援し、こどもの健全育成を図ります。

（３）区民の力で築く元気に輝くまち
　江東区では、高齢化・国際化の進展や集合住宅の増加など、急激な人口構造の変化の中、良好
な地域社会を形成していくことが求められています。
　そのため、中小企業の育成や商店街の活性化を図るとともに、消費者の権利保護に努めながら、
健全で活力ある地域産業を育成します。
　また、コミュニティの活性化と、生涯学習の機会提供及び生涯スポーツの推進、男女共同参画社
会の実現に努め、個性を尊重し、活かしあう地域社会づくりを進めます。
　さらに、新旧の文化に触れ、親しむ機会の提供を行うなど、地域文化の活用を図るとともに、地
域資源を活かした観光振興を推進します。

①　健全で活力ある地域産業の育成
● 中小企業が今後とも地域産業として成長するために、産学公連携、新製品開発、技術力向上、経営

力改善、企業間ネットワークの強化に向けた支援などを通じて、区内中小企業を育成していきます。
● 大規模小売店舗の進出、消費行動の多様化、高齢者の増加など、区内商店街を取り巻く環境変化を

飛躍する機会ととらえ、消費者ニーズを反映した商店街振興を進めていきます。
● 消費者としての区民の権利を保護するとともに、適切な情報提供等を通じて、誰もが安心できる消

費生活の実現を図ります。

②　個性を尊重し、活かしあう地域社会づくり
● 町会・自治会、ＮＰＯなどのさまざまな活動を通じて、地域の発展や課題解決に主体的に取り組み、

年齢や国籍等に関係なく誰もが個性を発揮できるコミュニティの活性化を推進します。
● 誰もが参加しやすい生涯学習の機会を提供し、生涯スポーツ社会づくりへの取り組みを通じて、区

民が持っている能力や個性を発揮し、地域に還元できる仕組みづくりを進めます。
● 性別による男女の固定的な役割分担意識の解消と、男女が社会のあらゆる分野においてともに活

動に参画できる機会の確保に努め、男女共同参画社会の実現を目指します。

③　地域文化の活用と観光振興
● 名所旧跡・文化財などの豊かな伝統や、さまざまな有形無形の芸術文化を知り、親しむ機会を幅広

く提供し、新たな地域文化を育む環境づくりを進めます。
● 豊富な地域資源を活用した観光振興に取り組み、多くの人に訪れてもらえるよう、区の魅力を区の

内外に発信します。

（４）ともに支えあい、健康に生き生きと暮らせるまち
　全国的な少子高齢化の中、江東区においても高齢化率の上昇、単身高齢者、高齢者夫婦のみの
世帯の増加などにより、誰もが安心して生きがいを持って暮らせる保健・医療・福祉施策の充実が
求められています。
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　区民が、ライフステージやライフスタイルに応じて適切な医療を受けることができ、健康で安心し
て生活できる保健・医療体制の充実を図ります。
　また、保健・医療・福祉のネットワークのもとで、地域で支え助け合う心を育み、地域参加のし
くみを充実することにより、誰もが自立できる環境を整え、安心して暮らせる福祉施策を推進します。

①　健康で安心して生活できる保健・医療体制の充実
● 高齢社会の進展に伴って、長年にわたる生活習慣を起因とする生活習慣病が増加していることか

ら、保健・医療施策の拡充を図ります。
● 生活環境、衛生管理の充実を図るとともに、感染症対策並びに食の安全を確保し、快適で安全・

安心な暮らしを支えます。　
● 誰もが安心して医療が受けられるよう医療体制の整備を図るとともに、地域における円滑な連携

体制を推進し、区民のライフステージやライフスタイルに応じた保健・医療の充実を図ります。

② 誰もが自立し、安心して暮らせる福祉施策の推進
● 誰もが住み慣れた地域で、安心で充実した生活が送れるよう、保健・医療・福祉のネットワーク

化を進め、総合的な福祉の推進を図ります。
● 元気な高齢者をはじめ区民誰もが地域における福祉・保健の推進役として、活躍できるよう支

援するとともに、地域福祉の充実を図ります。
● 高齢者、障害者をはじめ誰もが自立することを目指し、安心して暮らすことができる環境を整えて

いきます。

（５）住みよさを実感できる世界に誇れるまち
　江東区は、伝統が息づく既成市街地（下町）と、臨海部など躍動感のある新しい市街地の両面を
併せ持っています。また、集合住宅建設による人口の増加、東京湾での埋め立てにより引き続き新た
なまちができるなど、今後も大きな可能性を秘めています。こうした特性を活かしながら、居住年数
や地域等に関係なく区民がともに生活し心が通じ合う、快適な暮らしを支えるまちづくりを進めます。
　また、建築物の耐震化促進をはじめとする防災対策や防犯対策を促進し、災害や犯罪などの不安
をなくすとともに、事故やけがを予防するため区民や行政等が協働してまちづくりを行うセーフコミュ
ニティの取り組みを推進し、安全で安心なまちを実現します。

①　快適な暮らしを支えるまちづくり
● 大規模開発や、再開発等の市街地整備などによる変化に対応するとともに、地域間のバランスに

も配慮しながら、公共施設の適正配置、都市基盤の適切な整備、良好な景観形成を進めます。
● 社会経済、都市構造の変化を的確、柔軟に受け止めて、良好な住宅・住環境を確保し、改善して

いくため、地域・住民主体の取り組みを促進、支援します。
● 年齢や国籍、障害の有無に関係なく、また、はじめて江東区を訪れた人など、すべての人が生活、

活動しやすいユニバーサルデザインのまちづくりを進めます。
● 区民の生活利便性や産業活動を支える道路網を整備、充実するとともに、南北軸の強化など区

内の公共交通網の充実を図ります。

②　安全で安心なまちの実現
● 公共施設や区内建築物の地震対策や高潮対策・都市型水害対策を推進し、災害に強いまちをつ

くります。
● 防災意識の向上と地域防災活動の活性化を図るとともに、災害時の情報提供や避難所の確保、

救助物資の拡充など大規模災害に備えた防災対策を推進します。
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● 区民の防犯意識を向上させるとともに、地域の自主的な防犯活動を支援し、安全で安心して暮ら
せるまちを実現します。

５　基本構想の実現のために
　新たな基本構想策定にあたり、これからの江東区が目指すべき将来像やその実現に向け、区民の
視点から意見を出し合い、検討する場として江東未来会議が設置されました。
　公募による 150 人の区民が 5 か月にわたり熱い議論を交わし、区民の声が詰まった提言書を取り
まとめました。この提言書を貫く考え方は、新しい江東区は「区民が主体となってつくる」というこ
とです。
　区民はまちづくりの主役であることを自覚し、地域の課題解決に向けて自ら行動し、主体的にまち
づくりを行っていきます。そのために、区民は自らの発言及び行動に責任を持つとともに、互いの意
見及び行動を尊重します。
　区は、区民が主体的にまちづくりにかかわることができる環境整備や区民が力を発揮できる体制
づくりを行うとともに、積極的に情報を提供し、区民の参画・協働と開かれた区政を実現します。
　また、本区は今後も人口増加等によりまちの姿を一変させていくことが見込まれ、一層効率的・
効果的な行財政運営が求められます。こうした変化に柔軟な対応ができる人材育成や組織体制づく
りを進めることにより、スリムで区民ニーズに的確に対応した行財政運営を実現します。
　さらに、地方分権や都区制度改革の進展に伴い、区は今後も責任を持って安定的な行政サービス
を提供していくため、自律的な区政基盤を確立します。

①　区民の参画・協働と開かれた区政の実現
● 区民や団体、事業者が主体的にまちづくりに参画し、協働できる環境を整備するため、区政への

参画機会の提供、参画促進に向けた意識の高揚や知識・ノウハウ習得への支援を行います。
● 開かれた区政の実現に向け、高い透明性と公正さを兼ね備えた行財政運営を行なうとともに、積

極的に情報提供を行っていきます。

②　スリムで区民ニーズに的確に対応した行財政運営
● 基本構想の将来像の実現に向け意欲的に取り組み、新たな行政課題を解決していくことのでき

る職員を育成していきます。
● 区を取り巻く状況変化に、柔軟かつ迅速に対応する組織体制を確立します。
● さまざまな経営管理手法を積極的に検討・活用し、施策・事業の効率性向上、人材や区有財産

等の行政資源の有効活用を図ります。

③　自律的な区政基盤の確立
● 責任ある行政としての役割を果たすため、将来にわたって安定的な区政運営が可能な財政基盤

を確立します。
● 地方分権の更なる進展や区政を取り巻く状況の変化に的確に対応するため、自律的な区政基盤

の強化を図ります。
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8 用語解説

用語 用語解説

あ行

アウトリーチ 積極的に対象者の居る場所に出向いて情報や支援を届けること。

インクルーシブ教育シス
テム

人間の多様性の尊重等の強化、障害者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大限度まで
発達させ、自由な社会に効果的に参加することを可能とするとの目的のもと、障害のある者と
障害のない者がともに学ぶ仕組み。

インバウンド 観光分野において、外国人が日本に訪問する旅行のこと。

エコロジカルネットワー
ク 生き物が生息・生育する様々な空間（緑地・水辺等）がつながる生態系ネットワークのこと。

オープンデータ 誰もがインターネット等を通じて容易に利用（加工・編集・再配布等）できるよう公開され
たデータ。営利・非営利を問わず二次利用が可能で、機械判読に適し、無償で利用できる。

送りつけ商法 客が注文していない商品を事業者が一方的に送付し、売買契約申込みをしたり、売買契約の
成立を主張し、料金を請求する商法。

か行

学校支援地域本部 地域や保護者が学校のニーズに応じて教育活動を支援する仕組み。

学童クラブ 令和元年度までの名称。令和 2 年度からは江東きっずクラブに名称統一。

基金
ここでは、地方自治法上の「普通地方公共団体が条例の定めるところにより、特定の目的のた
めに財産を維持し、資金を積み立て、又は定額の資金を運用するために設けるもの」のことを
指す。

起債 資金を調達するために債券を発行すること。ここでは、地方債の発行を指す。

キャラバン・メイト
認知症サポーターを養成する「認知症サポーター養成講座」の企画、立案を担い、講師役を
務める人。東京都のキャラバン・メイトになるためには「東京都キャラバン・メイト養成研修」
を受講し、キャラバン・メイトとして登録する必要がある。

行政評価システム 長期計画の各施策が掲げる目標の達成度を指標で示し、施策や事務事業の評価を行う仕組
み。

協働事業提案制度 市民活動団体等の柔軟で先駆的な発想や専門性を効果的に公共サービスに取り入れ、団体
と江東区とが役割と責任を分担し、様々な地域課題に協働して取り組む制度。

原野商法 値上がりの見込みがほとんどないような山林や原野について、うその説明をしたり、問題勧誘
を行ったりして販売をする商法。

権利擁護センター
日常生活に不安のある高齢者や障害者が、住み慣れた地域で安心して暮らせるように、福祉
サービスの利用手続きや財産管理の援助、悪質商法等の権利侵害、複雑な契約や相続等の法
律行為等についての相談・助言等を行う機関。

江東きっずクラブ

江東区の放課後こども教室と放課後児童クラブの連携・一体型事業の総称。A 登録（放課
後こども教室）は小学校内の空き教室等において、自主的な遊び・学びの場を提供し、児童
を見守る事業。B 登録（放課後児童クラブ）は保護者が就労等をしている児童に対し、生活
の場を提供し、健全な育成を図る事業。全小学校・義務教育学校前期課程において開設。B
登録については、学校外の施設でも実施。

江東サポーターズ 東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会に関して、区民を対象に平成 31 年 4 月か
ら募集を開始した江東区の独自ボランティア。

こうとう学びスタンダード 江東区で学ぶ小中学生が必ず身につける内容を示したもの。「学び方」「体力」「国語」「算数」
「数学」「英語」の 6 つのスタンダードに取り組んでいる。
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コーホート要因法
将来人口の推計をする際の手法。コーホートは同じ年（又は同じ期間）に生まれた人々の集
団（人々の数）のこと。各コーホートについて、「自然増減数」及び「純移動数」という二つ
の数値の将来値を仮定し、それに基づいて将来人口を推計する。

心のバリアフリー 様々な心身の特性や考え方を持つ全ての人々が、相互に理解を深めようとコミュニケーション
をとり、支えあうこと。

固定的性別役割分担意識
男性・女性という性別を理由に、役割を固定的に分けること。例えば、「男性は仕事、女性は
家庭」、「男性は主要な業務、女性は補助的業務」等、社会的・文化的につくられてきた固定
的な性別役割分業観に沿って、男性、女性の役割を決めていることが挙げられる。

ことこみゅネット 江東区内で活動する様々な団体のイベント情報や活動情報などを発信するコミュニティ活動
支援サイト。

子ども家庭総合支援拠点

こどもとその家庭及び妊産婦等を対象に、実情の把握、こども等に関する相談全般から通所・
在宅支援を中心としたより専門的な相談対応や必要な調査・訪問等による継続的なソーシャ
ルワーク業務などを行う拠点。平成 28 年改正児童福祉法において、区市町村による設置が努
力義務とされた。

こども 110 番の家事業 こどもたちが身の危険を感じた時に緊急に逃げ込める場所（住居、商店、事業所等）を確保
する事業。

子ども家庭支援センター
保護者同士の交流や乳幼児がのびのびと遊ぶことを目的とした子育てひろば、子育て相談、
育児に関する情報や学習機会の提供、一時保育サービスの提供等により、孤立した子育ての
解消・虐待予防に取り組む、地域における子育ての見守り支援拠点施設。

コミュニティ・スクール
（学校運営協議会制度）

保護者や地域住民が一定の権限をもって学校運営に参画し、こどもたちの健全育成や学校運
営の改善に取り組むことを目的として設置する、法律（地教行法第４７条の５）に基づいた仕
組み。

コミュニティサイクル 一定の地域内に複数配置された専用駐輪場（サイクルポート）であれば、自由に自転車の貸
出・返却をすることができる乗り捨て型の自転車共有事業。

コワーキングスペース 事務所スペースや会議スペース等の開放されたスペースを共有しながら独立した仕事をする
ことができる場所。

さ行

災害協力隊 地域住民が力を合わせ、区、消防等の関係機関と協力しながら地域の安全を図ることを目的
とした江東区の自主防災組織。

再生可能エネルギー 化石エネルギーとは異なり、太陽光や風力、地熱といった自然界に常に存在するエネルギー。
環境にやさしく、枯渇する心配が無い。

ジェンダー・ギャップ指
数

世界経済フォーラムが毎年公表する、世界各国における男女格差指数。経済、教育、政治、保健
の 4 つの分野のデータから作成され、0 が完全不平等、1 が完全平等を示す。令和元年の日
本の値は 0.652 で 153 か国のうち 121 位。

事業継続計画 災害や事故などで被害を受けても、重要な業務をなるべく中断せず、また中断してもできるだ
け早急に復旧させるための「事業継続」を戦略的に実現するための計画のこと。

資源循環型地域社会 新たに採取する資源を少なくし、環境への負荷を可能な限り減らしていく社会。

自助・共助・公助
自助：自分の身は自分で守る。
共助：住民同士が協力し合う。
公助：公的機関による救助・支援。

指定管理者制度 公の施設の管理に民間の能力を活用しつつ、住民サービスの向上を図るとともに、行政コスト
の削減等を図ることを目的として、区が指定する指定管理者に管理を代行させる制度。

児童家庭支援士 区の定める児童家庭支援士養成講座を修了し、要支援児童の属する家庭にボランティアで訪
問を行う者。

小１プロブレム 小学校に入学した 1 年生が学校生活に適応できずに発生するトラブルの総称。集団行動が取
れない、授業中に座っていられない、話を聞かないなどの状況を指す。

食育 食に関する教育活動全般を指す用語。健康な食生活を送るための知識と技術の習得の他、食
料生産に対する理解や伝統的な食文化の継承なども含まれる。
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ジョブマッチング 登録者と事業者の求人の仲介や職場環境の調整を行うこと。

新海面処分場 中央防波堤外側埋立地の南側に位置する東京港内最後の廃棄処分場。

人工知能（AI） 人の知的作業に倣い多層的に学習するコンピューター技術。AI（Artificial Intelligence）
ともいう。

震災復興マニュアル
大規模災害が発生した場合において区民の生命及び財産を守り、可能な限り速やかに区民の
生活を取り戻すことを目的に、区としての復興の行動手順をあらかじめまとめ、マニュアル化
したもの。

人生 100 年時代

健康寿命の延伸によって将来発生が予測されている更なる長寿社会。特に、寿命が 100 年を
超える人が従来より増加することが予測されており、人生 100 年時代と名付けられている。こ
の予測を受け、近年では全ての年代の人が活躍し続けられる社会の仕組みづくりに注目が集
まっている。

生産性革命 内閣府が平成 29 年に公表した「新しい経済政策パッケージ」に定められた政策のひとつ。
先進技術の活用や税制、予算、規制改革などを通じ、生産性を向上させることを目指している。

成年後見制度
認知症高齢者、知的障害者、精神障害者など判断能力が十分でない方の判断能力を補い、自
己の意思決定を尊重しつつその権利を保護する制度。家庭裁判所が事情を考慮した上で後見
人等を選任する。

生物濃縮 水中などにある物質が生態系の食物連鎖を経て、捕食者の体内で次第に濃縮されていく現象。

セーフコミュニティ 地域の人々が共に安心で安全なまちを目指す地域のあり方。

ゼロウェイスティング 無駄や浪費をなくして、ごみを出さないこと。

千客万来施設 豊洲市場の本体施設と連携し、豊洲ならではの活気やにぎわいを生み出すことを目的とした
複合商業施設。

た行

脱炭素社会 地球温暖化の主要な原因である二酸化炭素の排出がない、或いは排出した二酸化炭素を何
らかの方法で除去することにより、実質的な排出ゼロを実現した社会。

男女共同参画社会
男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に
参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享
受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会。

地域学校協働活動
幅広い地域住民等の参画を得て、地域全体でこどもたちの学びや成長を支えるとともに、「学
校を核とした地域づくり」を目指して、地域と学校が相互にパートナーとして連携・協働して
行う様々な活動。

地域学校協働本部 幅広い地域住民等が参画し、緩やかなネットワークを形成することにより、地域学校協働活動
を推進する体制。

地域共生社会
福祉の担い手と受け手という固定的な関係ではなく、住民誰もが相互に支えあい、また、高齢
者、障害者、こども、生活困窮者といった対象者ごとの「縦割り」を解消して、必要な方が一体
的に支援を受けられる社会。

地域循環共生圏
各地域が美しい自然景観等の地域資源を最大限活用しながら自立・分散型の社会を形成し
つつ、地域の特性に応じて資源を補完し支えあうことにより、地域の活力が最大限に発揮され
ることを目指す考え方。

地域包括ケアシステム
高齢者が、住み慣れた地域で自分らしく暮らしていくために、「医療」、「介護サービス」、「介
護予防」、「住まい」、日常の困り事を解決するための「生活支援」といった必要な支援を適
切に受けられる体制。

地域包括支援センター 介護保険法に基づく、高齢者の総合的な相談機関。保健師（看護師）、社会福祉士、主任介護
支援専門員などの専門職が、互いに連携しながら支援を行う。

地縁団体 一定の区域に住所を有し、広く地域社会の維持、形成を行い、地域的な共同活動を行っている
団体で、いわゆる町会・自治会等がこれにあたる。
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中１ギャップ 中学校に入学した 1 年生が中学校の新しい環境での学習や生活に上手く適応できないこと。
教育内容、人間関係などの小学校と中学校の違い（ギャップ）によって発生するとされている。

データセット オープンデータの公開とその利活用の促進を目的として、公開するデータと、そのデータの策
定にあたって準拠すべきルールやフォーマット等を取りまとめたもの。

適応指導教室（ブリッジ
スクール）

不登校児童・生徒に、個別の学習指導、体験活動、相談活動を通して学ぶことの大切さや、自
立心や社会性を身につけさせるとともに、学校に復帰させること等を目的としたもの。

東京ベイエリアビジョン
（仮称）

東京 2020 大会後を見据え、東京、ひいては日本の今後の成長を牽引するベイエリアの将来
像を描くために庁内検討委員会、官民連携チームによる検討を進める、都が策定予定のビジ
ョン。

都区財政調整制度 通常基礎自治体の財源とされる税の一部を都が都税として徴収し、都区の協議を行うことで、
都区間及び特別区間の財政調整を行う仕組み。

特殊詐欺
犯人が電話やハガキ（封書）等で親族や公共機関の職員等を名乗って被害者を信じ込ませ、
現金やキャッシュカードをだまし取ったり、医療費の還付金が受け取れるなどと言って ATM
を操作させ、犯人の口座に送金させる犯罪。

特定緊急輸送道路 地震直後から発生する緊急輸送を円滑に行うための道路のうち、特に沿道建築物の耐震化を
図る必要があると東京都知事が認める道路。

特別区全国連携プロジェ
クト

東京を含めた各地域の経済の活性化、まちの元気につながるような取り組みを展開すること
を目的として、特別区が全国の自治体と連携事業を行う取り組み。

特別支援教室
通常の学級に在籍する発達障害のある児童・生徒を対象に、本人が抱える困難さに対応する
特別な指導を受けられる教室。医師・臨床心理士・教育関係者等の専門家で構成される入
級退級委員会で、入退級の審査を行っている。

都市計画マスタープラン 東京都が策定する「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（都市計画区域マスタープ
ラン）」等の上位計画を踏まえて作成する、江東区の都市計画に関する基本的な方針。

豊洲グリーンエコアイラ
ンド構想

豊洲ふ頭地区の再開発に合わせ 2011 年に区が策定した環境まちづくりの構想。環境等に関
する７つの目標を掲げ地権者等と協力しながら概ね 15 年後の環境最先端のまちの実現を目
指す。

な行

内部統制 財務の信頼性や法令順守の観点などから、事務のリスク要因をあらかじめ抽出し、対応策を講
じて適正な事務遂行につなげるプロセス。

日常生活圏域 一人暮らしや認知症の高齢者でも、住み慣れた場所での生活の維持を可能にすることを目的
としたサービス提供体制を整備するために、区内をいくつかに分けたもの。

認知症サポーター 認知症サポーター養成講座を通じて、認知症についての正しい知識を習得し自分のできる範
囲で認知症の人やその家族を応援する人。

は行

パブリックコメント 行政機関が実施しようとする計画・取り組みについて、あらかじめ案を公表し、住民に意見を
求め、それを考慮して決定する制度。

バリアフリー化
心身の障害などハンディキャップのある人にとって、物理的 ( 建物構造・交通機関など )、制
度的 ( 資格取得に制限があるなど )、文化・情報面 ( 点字・手話・音声案内・字幕・分か
りやすい表示の不備 )、意識 ( 偏見や先入観 ) の障壁が取り除かれた状態に向けた取り組み。

微小粒子状物質
（PM2.5）

大気中に浮遊している、粒径が 2.5μm 以下の粒子状物質。非常に小さいため、呼吸器官など
の人体に影響を及ぼす懸念がある。

ビッグデータ 膨大なデータの相互間の関係性などを分析することで新たな価値を生み出す可能性のある
データ群のこと。

避難行動要支援者名簿 災害対策基本法第 49 条の 10 に定められている災害時に自ら避難することが困難な者の避
難支援や安否確認等を行うための基礎となる名簿。

ファミリーサポート事業 育児の手助けができる方（協力会員）と手助けを必要とする方（利用会員）を結び援助活
動を行う事業。
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不燃化推進特定整備地区 木造住宅密集地域のうち特に重点的・集中的な改善を必要としている地区で、従来よりも踏
み込んだ取り組みを行う区に対して、都が不燃化のための特別の支援を行う地区。

不燃領域率 市街地の「燃えにくさ」を表す指標。建築物の不燃化や道路、公園などの空地の状況から算
出し、不燃領域率が 70％を超えると市街地の焼失率はほぼゼロとなる。

ふるさと納税 応援したい都道府県、区市町村への「寄附」をいい、寄附金額の一部が所得税及び住民税か
ら控除される。

フレックスタイム 一定の期間について、あらかじめ定めた総勤務時間の範囲内で、日々の出勤時刻・退勤時刻
を職員自ら決めることができる制度。

ペイジー 税金や公共料金、各種料金などの支払いを、金融機関の窓口やコンビニのレジに並ぶことな
く、パソコンやスマートフォン、金融機関の ATM から支払うことができるサービス。

保育園ナビゲーター 保護者が、様々な保育サービスを適切に利用できるよう、きめ細かいニーズを把握し、保育サ
ービスに関する情報の集約・提供等を行う相談員。

母子健康包括支援センタ
ー（子育て世代包括支援
センター）

妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援のために、相談・支援・関係機関との連絡調
整等を包括的に行う拠点。平成 28 年改正母子保健法において、区市町村による設置が努力
義務とされた。

ポケットエコスペース 小さな池、草地、樹木などを組み合わせてつくった、生き物たちの庭のこと。

歩道状空地 マンションなどの建物を建築する際に、敷地のうち道路沿いに空地を整備し、日常一般に歩道
として公開するもの。

ま行

マイナポータル 子育てなどの行政手続きをワンストップで行えるほか、行政機関からのお知らせを確認でき
る、政府が運営するオンラインサービス。

ミレニアム開発目標
（MDGs）

２０００年の国連サミットで採用した、開発分野における国際社会の共通の目標。貧困や飢餓
などの撲滅や、教育の普及など、8分野18項目が挙げられており、15年までに達成する目標。 

や行

ユニバーサルデザイン あらかじめ、障害の有無、年齢、性別、人種等にかかわらず多様な人々が利用しやすいよう都
市や生活環境をデザインする考え方。

要保護児童対策地域協
議会

要保護児童の適切な保護又は要支援児童等への適切な支援を図るため、地域の関係機関等
と情報交換や支援内容の協議を行う協議会。

ら行

ライフサイクルコスト 構造物などの費用を建築から除却までの段階をトータルして考えたもの。生涯費用。

リフレッシュひととき保
育

保護者のリフレッシュを目的とし、在宅で子育てをしている方のお子さんを一時的に預
かる事業。

レガシー
本来は、過去に築かれた、精神的・物理的遺産の意味。近年では、特に東京 2020 オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会の開催に伴って使われるようになり、特定の取り組みが後世に残
す成果の意味で使われる。

わ行

ワーク・ライフ・バランス 「仕事」と育児や介護、趣味や学習、休養、地域活動といった「仕事以外の生活」との調和を
とり、その両方を充実させる働き方・生き方のこと。

アルファベット・数字

BOD（生物化学的酸素
要求量） 微生物が水中の有機汚濁物質を分解するために必要とする酸素の量。

CIG（CITY IN THE 
GREEN）

本区が目指すみどりのまちづくりの基本となる考え方で、「都市の中のみどり」ではなく、「み
どりの中の都市」をイメージ。

COD（化学的酸素要求
量）

水中の有機汚濁物質を酸化剤で分解する際に消費される酸化剤の量を酸素量に換算し
たもの。
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CSR（Corporate Social 
Responsibility） 企業の社会的責任のこと。

HACCP（ Hazard 
Analysis and Critical 
Control Point）

原材料の入荷から製品の出荷までの全工程の中で、食中毒菌汚染や異物混入等の危害を低
減等させるために工程を管理し、製品の安全性を確保しようとする衛生管理の手法。

IoT Internet of Things（インターネット オブ シングス）の略称。自動車や家電等、身の回りの様々
な物がインターネットにつながるシステム。

LGBT
レズビアン（女性同性愛者）、ゲイ（男性同性愛者）、バイセクシャル（両性愛者）、トランスジ
ェンダー（身体の性別と本人が思う性別が一致しない人、または、違和を感じている人）の頭
文字を並べた略称。

MICE

企業等の会議（Meeting）、企業等の行う報奨・研修旅行（Incentive Travel）、国際機
関・団体、学会等が行う国際会議（Convention）、展示会・見本市、イベント（Exhibition/
Event）の頭文字を取った用語であり、多くの集客交流が見込まれるビジネスイベントなどの
総称。

NPO 法人
NPO は Non-Profit Organization（非営利組織）の略称。ボランティア活動などの社会貢
献活動を行う、営利を目的としない団体の総称。このうち、特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）
に基づき法人格を取得したものを、一般的にＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）という。

ＯＦＦ－ＪＴ Ｏｆｆ The Job Training の略。職場や通常の業務から離れ、特別に時間や場所を取って行う
教育・学習のこと。

PDCA サイクル
業務プロセスなどを管理・改善する手法で、計画 (Plan) →実行 (Do) →評価 (Check) →
改善 (Act) という 4 段階の活動を繰り返し行い、継続的にプロセスを改善・最適化していく
手法。

PFI（Private Finance 
Initiative）

PPP の一つで、公共施設等の設計・建設、維持管理、運営を民間の資金とノウハウを活かして
行う、公共事業の手法。

PPP（Public Private 
Partnership） 官民が連携し、行政サービスを提供する手法を幅広く捉えた概念。

RPA（Robotics Process 
Automation）

様々な分野における定型的な業務の遂行をロボットに置き換えることで、労働力不足の補完
や人にしかできない創造的な業務へのシフト等を企図する技術のこと。

SDGs（持続可能な開発
目標）

2015 年に国連で採択された 2030 年までの達成を目指す 17 の目標と 169 のターゲットで
構成される。「誰ひとり取り残さない」をキーワードに全ての人がそれぞれの立場から目標
達成のために行動することが求められている。気候変動や経済的不平等、平和と正義などを
優先課題に、包括的かつ普遍的な行動を呼びかけている。目標は相互に結び付いている。

SNS（Social Network 
Service） 登録された利用者同士が交流できる Web サイトの会員制サービスのこと。

Society5.0

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムによ
り、経済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心の社会で、狩猟社会（Society1.0）、農
耕社会（Society2.0）工業社会（Society3.0）、情報社会（Society4.0）に続く、新たな社
会を指す。

５R
リフューズ（断る・ごみになるものを断る）、リデュース（発生抑制・ごみを発生させない）、
リユース（再利用・ものを繰り返し使う）、リペア（修理・ものを修理して使う）、リサイクル（再
生利用・資源として再生利用する）の 5 つの行動のこと。
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真の恒久平和は、人類共通の願いである。

しかるに、現実を見ると、世界の核軍拡競争は激化の一途をたどり、世界の平和と
人類の生存は、深刻な脅威にさらされている。

われわれは、世界で唯一の核被爆国の国民として、核兵器をなくし世界平和実現
のためへの努力を続けなければならない。

加えて、江東区は、昭和 20 年 3 月 9 日夜半から 10 日にかけて町全域が焼失し、
多くの尊い人命と財産を失った戦争体験をもっており、平和を希求する江東区民の
願いには一段と強いものがある。

よって、われわれは、我が国が日本国憲法に掲げられた恒久平和の理念と、「非核
三原則」を堅持していくことを強く求めるものである。

江東区は、平和を愛する区民の願いにこたえ、再び戦争の惨禍を繰り返してはな
らないことを強く世界の人々に訴えるとともに、「平和都市」であることを宣言する。

昭和６１年１２月１３日　　江東区

 区 民 の ち か い － 江 東 区 民 憲 章 － 

江東区は隅田川と荒川に囲まれ、東京湾に向かって発展してきたまちです。

わたくしたちは先人の築いた伝統と文化を引きつぎ、震災や戦災などの教訓を生
かして、新しいまちづくりをしています。

だれもが住みよい明るいまちを築くため、ここに区民のちかいを定めます。

　　　 １．緑と水に恵まれて　ゆたかな心を育てます

　　　 １．世代を越えて支えあい　心のふれあい強めます

　　　 １．ともに考え学びあい　未来の文化をつくります

　　　 １．働く誇りと喜びで　活気と笑顔をわかせます

　　　 １．同じ地球に住む仲間　世界の人と話します

平成１３年３月２２日　　江東区

資料






